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第１章 計画作成の趣旨 

１ 作成の趣旨 

我が国における高齢化は、その進行が著しく、平成 27 年（2015 年）の国勢調査では、

高齢化率（65 歳以上人口の総人口に占める割合）が 26.6％と国民の４人に１人以上とな

りました。また、総務省統計局のデータによると、令和２年 10 月１日現在の高齢化率は

28.7％となっています。 

このような状況の中、平成 17 年４月に誕生した本町においては、さらに高齢化が進

み、令和２年 10 月１日時点の住民基本台帳では、高齢化率は 47.0％となっており、すで

に４割以上が高齢者という状況になっています。これは全国平均の 28.7％を 18.3 ポイン

ト上回っています。 

本格的な高齢社会を迎え、国民の誰もが直面する介護の問題を社会全体で支える制度と

して平成 12 年４月からスタートした介護保険制度は、制度導入から約 20 年が経過した今

日、制度の定着が進み、要介護認定者、介護保険サービスの利用量も増加してきました。

今後は、サービスの供給体制の整備を図るとともに、質の高いサービスが円滑に提供され

る環境づくりが重要となります。 

さらに、健康状態を維持し要介護状態になることや要介護状態の進行を抑制するための

介護予防、身近な地域における生活支援、人権や財産などの維持保全等、多様化する価値

観の中で求められる取り組みも広範なものとなっています。 

一方、平均寿命の延伸によって高齢者の生活像も変化してきています。本町においては

すでに人口減少が進み、第８期計画期間内には要支援・要介護認定者数が減少する可能性

が高くなってきました。また、若年層の減少が進み、地域社会を担う人材、福祉人材の不

足も深刻です。これからますます高齢化が進む地域社会において、高齢者も地域の活性化

やまちづくりの貴重な担い手として、互いに連携し合い支え合うことが必要不可欠なもの

となっています。１人でも多く地域で活躍する高齢者を支援し、高齢者一人ひとりが自分

らしさを大切にし、互いに認め合い、支え合いながら、生きがいを持って暮らせる地域社

会をつくっていくために、住民、地域、行政が一体となって取り組んでいくことが求めら

れています。 

本計画は、このような背景を踏まえ、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年度及び団

塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22 年度を目指し、関連法の改正や地域のニーズに合

った事業の実施、サービスの提供を推進するために策定するものであり、本町の総合的な

高齢者施策の指針となるものです。 
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２ 計画の性格 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、老人福祉法（第 20 条の８）及び介護保険法（第 117 条）に基づく法定計画

であり、各法に基づく計画を一体的に作成することとされているもので、また、社会福祉

法（第 107 条）に基づく地域福祉計画と調和を保ちながら作成し、地方自治法に基づく本

町の総合計画『伊方町総合計画』の個別計画として位置づけられます。 

 

（２）計画の性格 

本計画は、次のような性格を持っています。 

○ 本計画は、本町における高齢者保健福祉施策及び介護保険事業推進の目標である

と同時に、すべての住民が高齢化について認識を深め、家庭、地域社会、団体、行

政等が一体となって取り組みを進めるための指針として位置づけられるものです。 

○ 本計画は、上位計画の『伊方町総合計画』をはじめ、関連する本町の他の計画と

連携を保ちながら策定しています。 

○ 本計画は、高齢者や家庭にかかわる施策を体系化し、保健・医療・福祉、生涯学

習、住宅、労働、まちづくり、防災等の様々な分野にわたり、総合的に展開を図る

ものです。このため、本計画の範囲は、本町が直接事業主体となる事業にとどまら

ず、本町に重要なかかわりを持つ国・愛媛県及び民間等で行う事業についても必要

に応じて含めるものとします。 

○ 急速な変化を続けている現代社会において、本町の福祉施策についても、時代の

変化に対応したものへと再構築する必要があることから、本計画の期間内において

もサービス利用者の視点に立って福祉サービスのあり方について検討を進めます。 

○ 本計画は、愛媛県が同時期に見直しを行っている「介護保険事業支援計画」や

「医療計画」と整合を図りながら策定しています。 

 

３ 期間及び見直しの時期 

本計画は、令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とします。 

なお、令和５年度においては、次期計画の策定を行います。 

 

４ 計画作成体制 

計画策定にあたって、町内で生活する高齢者を対象にアンケート調査を行い、意見の収

集を行いました。 

本計画の策定にあたっては、庁内関係部署との連携・協力のもと計画の原案づくりを行

うとともに、幅広い意見を計画に反映させるために、保健・医療・福祉の各専門分野の代

表者からなる「伊方町介護保険事業計画等策定検討委員会」を設置し、検討を行いまし

た。 
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第２章 本町の現状と課題 

１ 人口の推移 

本町の総人口は、旧３町が合併した平成 17 年以降、減少傾向が続いています。 

平成 28 年 10 月１日には 9,984 人と１万人を下回り、令和２年 10 月１日現在では

8,954 人となりました。なお、平成 27 年からの５年間で 1,297 人（12.7％）減少してい

ます。 

40 歳から 64 歳（若年層）の人口も同様に減少傾向が続き、令和２年 10 月１日現在で

2,694 人となっており、平成 27 年からの５年間で 557 人（17.1％）減少しています。 

高齢者人口は、「団塊の世代」が高齢者となったこともあり、平成 28 年までは増加が続

いていましたが、その後は減少に転じ、令和２年 10 月１日現在で 4,212 人となっていま

す。なお、平成 27 年からの５年間で 145 人（3.3％）の減少となっています。 

高齢者人口を「前期高齢者」、「後期高齢者」別でみると、65 歳から 74 歳の前期高齢者

は平成 28 年度まで増加が続いていましたが、令和元年度までは横ばいで推移した後は減

少し、令和２年 10 月１日現在で 1,772 人となっています。なお、平成 27 年からの５年間

で 51 人（3.0％）の増加となっています。その一方で、75 歳以上の後期高齢者は、平成

29 年までは増減を繰り返していましたが、その後は減少が続き、令和２年 10 月１日現在

で 2,440 人となっており、平成 27 年からの５年間で 196 人（7.4％）減少しています。 

■ 人口の推移 

区  分 
第５期 第６期 第７期 

平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

総人口 (人) 10,539 10,251 9,984 9,702 9,461 9,165 8,954 

０歳から (人) 2,807 2,643 2,501 2,333 2,222 2,100 2,048 

39 歳まで (％) 26.6% 25.8% 25.1% 24.0% 23.5% 22.9% 22.9% 

40 歳から (人) 3,399 3,251 3,112 3,002 2,923 2,807 2,694 

64 歳まで (％) 32.3% 31.7% 31.2% 30.9% 30.9% 30.6% 30.1% 

高齢者人口 (人) 4,333 4,357 4,371 4,367 4,316 4,258 4,212 

  (％) 41.1% 42.5% 43.8% 45.0% 45.6% 46.5% 47.0% 

 

65 歳から (人) 1,693 1,721 1,750 1,730 1,767 1,782 1,772 

74 歳まで (％) 16.1% 16.8% 17.5% 17.8% 18.7% 19.4% 19.8% 

75 歳以上 (人) 2,640 2,636 2,621 2,637 2,549 2,476 2,440 

 (％) 25.0% 25.7% 26.3% 27.2% 26.9% 27.0% 27.3% 

出典：住民基本台帳(各年 10 月１日現在) 

■ 人口及び高齢者・高齢化率の推移（単位：人、％） 

 
出典：住民基本台帳(各年 10 月１日現在) 
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２ 要介護認定者の推移 

本町の要介護認定者数は、第３期介護保険事業計画が開始された平成 18 年度以降、認

定区分の変更があった平成 19 年度や平成 28 年度に認定者数が減少したものの、平成 30

年度までは、増加傾向が続いていました。平成 30 年度以降は、ほぼ横ばいで推移してお

り、令和２年度には 981 人となっています。なお、平成 27 年度から令和２年度までの５

年間で 50 人（5.4％）の増加となっています。 

これを要介護度別の構成比でみると、要支援１の認定者が減少しており、５年間で 47

人（20.0％）減少しています。それに対して、要支援２では 26 人（23.4％）増加してい

ます。 

また、要介護２では令和元年度まで、要介護３では、平成 29 年度までは増加が続いた

ものの、その後減少し、５年間の増減はほぼ同数となっています。要介護１、４、５では

10～20 人台の増加がみられ、特に要介護４では５年間で 23 人（25.6％）増加していま

す。 

■ 要介護認定者数の推移 

区分 
第６期 第７期 平成 27 年度

から令和２

年度の増減 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

合計 
人  931  924  969  980  978  981 50 

％ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 5.4% 

要支援 

１ 

人  235  200  194  181  181  188 -47 

％ 25.2% 21.6% 20.0% 18.5% 18.5% 19.2% -20.0% 

要支援 

２ 

人  111  114  122  130  140  137 26 

％ 11.9% 12.3% 12.6% 13.3% 14.3% 14.0% 23.4% 

要介護 

１ 

人  206  210  235  259  225  234 28 

％ 22.1% 22.7% 24.3% 26.4% 23.0% 23.9% 13.6% 

要介護 

２ 

人  100  101  101  105  128  104 4 

％ 10.7% 10.9% 10.4% 10.7% 13.1% 10.6% 4.0% 

要介護 

３ 

人  93  94  104  78  79  93 0 

％ 10.0% 10.2% 10.7% 8.0% 8.1% 9.5% 0.0% 

要介護 

４ 

人  90  101  107  117  117  113 23 

％ 9.7% 10.9% 11.0% 11.9% 12.0% 11.5% 25.6% 

要介護 

５ 

人  96  104  106  110  108  112 16 

％ 10.3% 11.3% 10.9% 11.2% 11.0% 11.4% 16.7% 

出典：介護保険事業状況報告月報（各年度９月末） 
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３ 要介護認定者の主な原因疾病 

令和２年の要介護認定者の主な原因疾患は、「認知症」が 27.1％で第１位となっていま

す。「認知症」は、平成 29 年度の 29.7％からは割合が下がっています。 

「骨・運動器疾患」は、平成 29 年の 26.0％から若干上昇し 26.9％となっています。 

「脳血管疾患」も、平成 29 年の 16.0％から若干上昇し、令和２年には 16.6％となって

います。なお、その他の疾患の内訳は「心疾患」が 5.4％、「がん」が 2.8％の割合となっ

ています。 

■ 要介護認定者の主な原因疾患 

順 

位 

原因疾患別構成比 

平成 23 年 10 月 平成 26 年 10 月 平成 29 年 10 月 令和２年 10 月 

1 骨・運動器疾患 26.1％ 骨・運動器疾患 26.9％ 認知症 29.7％ 認知症 27.1％ 

2 認知症 23.7％ 認知症 25.2％ 骨・運動器疾患 26.0％ 骨・運動器疾患 26.9％ 

3 脳血管疾患 20.4％ 脳血管疾患 18.4％ 脳血管疾患 16.0％ 脳血管疾患 16.6％ 

4 その他の疾患 29.8％ その他の疾患 29.5％ その他の疾患 28.3％ その他の疾患 29.4％ 

 

 

４ 高齢者施策基盤等の現状 

本項においては、合併前の旧３町を１つの地域として高齢者施策基盤の整備状況を表示

しています。 

（１）医療機関の現状 

本町の医療機関は、国保直営診療所３か所（九町、瀬戸、串）、出張診療所１か所（大

久）、民間医療施設（２か所）が相互に協力して一次医療体制を整えています。また、民

間歯科診療所が４か所、開業しています。 

町内に専門医療機関はありませんが、診療所にて専門医療機関と連携を図り、医療サー

ビスの提供を行っています。 

一般診療所は３地域それぞれに整備されていますが、三崎地域では、２か所減少してお

り、地域の高齢者を支援する医療の低下が懸念されます。 

歯科診療所は３地域の中間にある瀬戸地域では未整備ですが、両端の伊方地域、三崎地

域でそれぞれ２か所整備されています。 

■ 医療機関の現状（出張診療所を除く 令和２年４月現在） 

区  分 
日常生活圏域 

計 
伊方地域 瀬戸地域 三崎地域 

一般診療所 2 か所 1 か所 2 か所 5 か所 

歯科医院 2 か所 0 か所 2 か所 4 か所 
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（２）保健・福祉の拠点 

本町の地域保健・福祉の拠点は保健センターと地域包括支援センターとなっています。

伊方地域の保健センターは、中央保健センターとして保健分野の中核的役割を担っていま

す。 

地域包括支援センターは、保健師、主任ケアマネジャー、社会福祉士等の専門職が配置

されています。また、地域の住民の利便性を考慮し、住民に身近なところで相談を受け付

け、センターにつなぐ窓口として町内２事業所が相談・窓口機能としての役割を担ってい

ます。 

■ 保健・福祉施設の現状（令和２年４月現在） 

区  分 
日常生活圏域 

計 
伊方地域 瀬戸地域 三崎地域 

保健センター 1 か所 1 か所 1 か所 3 か所 

地域包括支援センター 1 か所 

 

（３）生涯学習関連施設の現状 

本町の生涯学習関連施設は公民館７か所、運動場２か所、体育館・武道館 12 か所、プ

ール１か所、センター・集会所等 51 か所となっています。 

公民館、体育館・武道館、センター・集会所等は各地域に整備されていますが、運動場

は伊方地域と瀬戸地域、プールは伊方地域にのみ整備されています。 

■ 生涯学習関連施設の現状（令和２年４月現在） 

区  分 
日常生活圏域 

計 
伊方地域 瀬戸地域 三崎地域 

公民館 3 か所 2 か所 2 か所 7 か所 

運動場 1 か所 
1 か所 

（球場） 
0 か所 2 か所 

体育館・武道館 6 か所 3 か所 3 か所 12 か所 

プール 1 か所 0 か所 0 か所 1 か所 

センター・集会所等 23 か所 13 か所 15 か所 51 か所 
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（４）各種団体等の現状 

本町の高齢者関連の団体等は単位老人クラブが３地域で合計 54 団体 3,234 人が組織さ

れていますが、各地域において団体数、会員数は減少しています。このほか、民生委員・

児童委員は３地域で合計 65 人、食生活改善推進員は 142 人、保健推進員が 115 人となっ

ています。 

また、３地域それぞれにボランティア団体として赤十字奉仕団、精神保健ボランティア

グループが組織されています。 

■ 各種団体等の現状（令和２年４月現在） 

区  分 
日常生活圏域 

計 
伊方地域 瀬戸地域 三崎地域 

単位老人クラブ 24 団体 11 団体 19 団体 54 団体 

 会員 1,836 人 520 人 878 人 3,234 人 

民生委員・児童委員 27 人 17 人 21 人 65 人 

食生活改善推進員 98 人 18 人 26 人 142 人 

保健推進員 53 人 23 人 39 人 115 人 

赤十字奉仕団 1 団体 1 団体 1 団体 3 団体 
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５ 介護保険事業の実施状況（第７期） 

（１）サービス利用者数 

①施設サービス 

施設サービス利用者数について、全体では平成 30 年度、令和元年度ともに計画値を上

回り、それぞれ 106.7％、104.8％となっています。 

このうち、「介護老人保健施設」については、計画値を 10％以上上回る高い伸びとなっ

ています。 

また、「介護医療院」については、計画では利用を想定していませんでしたが、年間で

24、25 人（月平均２人）の利用実績がみられます。さらに、「介護療養型医療施設」につ

いては、平成 30 年度に一時的な利用がみられましたが、「介護医療院」に転換後の利用者

は０人となっています。 

 

②居住系サービス 

居住系サービスの利用者数について、全体では平成 30 年度で計画値の 98.3％でほぼ計

画値通り、令和元年度で計画値の 90.0％と計画値をやや下回る実績となっています。 

このうち、「特定施設入居者生活介護」は、平成 30 年度に 590 人の利用がみられました

が、令和元年度には 478 人と大きく減少しています。その結果、令和元年度は計画値の

81.3％となっています。 

また、「認知症対応型共同生活介護」は、平成 30 年度が計画値の 93.9％、令和元年度

が 99.4％となっており、ほぼ計画値通りとなっています。 

 

③在宅サービス 

在宅サービスのうち、「訪問介護」、「訪問入浴介護」、「短期入所療養介護（老健）」の３

サービスでは、２か年とも計画値を 20％以上上回っています。このうち、「訪問入浴介

護」では平成 30 年度が 197.2％、令和元年度が 193.5％となっており、計画値の約２倍と

なっています。また、「短期入所療養介護（老健）」は、平成 30 年度が計画値の

141.7％、令和元年度が計画値の 225.0％と大幅に計画値を上回っています。 

その一方で、「住宅改修」は平成 30 年度で計画値の 49.4％、令和元年度で計画値の

50.0％となっており、計画値の半分程度の実績となっています。また、「地域密着型通所

介護」は令和元年度で計画値の 70.8％、「特定福祉用具販売」は平成 30 年度で計画値の

66.7％と、大幅に計画値を下回っています。 
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実績値（単位：人） 計画値（単位：人） 

対計画比 

(実績値／計画値) 
  

H30 R 元 H30 R 元 H30 R 元 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

小計 2,381 2,339 2,232 2,232 106.7% 104.8% 

介護老人福祉施設 1,336 1,306 1,284 1,284 104.0% 101.7% 

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 
348 348 348 348 100.0% 100.0% 

介護老人保健施設 670 672 600 600 111.7% 112.0% 

介護医療院 24 25 0 0 - - 

介護療養型医療施設 3 0 0 0 - - 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

小計 1,097 1,015 1,116 1,128 98.3% 90.0% 

特定施設入居者生活介護 590 478 576 588 102.4% 81.3% 

地域密着型特定施設入居者生

活介護 
0 0 0 0 - - 

認知症対応型共同生活介護 507 537 540 540 93.9% 99.4% 

在
宅
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 1,049 1,130 864 864 121.4% 130.8% 

訪問入浴介護 213 209 108 108 197.2% 193.5% 

訪問看護 326 343 336 336 97.0% 102.1% 

訪問リハビリテーション 59 73 60 60 98.3% 121.7% 

居宅療養管理指導 824 706 780 780 105.6% 90.5% 

通所介護 1,808 1,851 1,776 1,776 101.8% 104.2% 

地域密着型通所介護 49 34 48 48 102.1% 70.8% 

通所リハビリテーション 274 279 276 276 99.3% 101.1% 

短期入所生活介護 408 404 456 456 89.5% 88.6% 

短期入所療養介護（老健） 34 54 24 24 141.7% 225.0% 

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 - - 

福祉用具貸与 3,236 3,516 3,216 3,396 100.6% 103.5% 

特定福祉用具販売 72 87 108 108 66.7% 80.6% 

住宅改修 77 90 156 180 49.4% 50.0% 

定期巡回・随時対応型訪問介

護看護 
0 0 0 0 - - 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 - - 

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 - - 

小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 - - 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 - - 

介護予防支援・居宅介護支援 4,751 4,857 4,164 4,164 114.1% 116.6% 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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（２）給付費 

総給付費は、平成 30 年度、令和元年度ともに計画値を上回り、それぞれ 105.4％、

106.5％となっています。 

 

①施設サービス 

施設サービスの給付費について、全体では平成 30 年度、令和元年度とも計画値を上回

り、それぞれ 111.4％、113.0％となっています。 

３施設とも計画値を上回る実績となっていますが、この中で計画値との乖離が大きいの

は「介護老人保健施設」で平成 30 年度には 114.1％、令和元年度で 117.3％となってお

り、ともに計画値の 10％以上となっています。 

 

②居住系サービス 

居住系サービスの給付費について、全体では平成 30 年度、令和元年度とも計画値を下

回り、それぞれ 95.7％、91.8％となっています。 

このうち「特定施設入居者生活介護」は、平成 30 年度で 97.6％と計画値に近い実績値

でしたが、令和元年度には利用者数が減少し、79.2％となっています。 

また、「認知症対応型共同生活介護」は、平成 30 年度で 94.1％と計画値をやや下回っ

ていましたが、令和元年度で 102.1％となっており、ほぼ計画値通りとなっています。 

 

③在宅サービス 

在宅サービスの給付費について、全体では平成 30 年度では 102.4％とほぼ計画通り、

令和元年度では 106.4％と計画値を上回る実績値となっています。 

このうち、「訪問入浴介護」、「訪問リハビリテーション」、「居宅療養管理指導」、「通所

介護」、「介護予防支援・居宅介護支援」の５サービスでは、計画値を 10％上回る実績と

なっています。このうち、特に「訪問入浴介護」は、平成 30 年度で 150.0％、令和元年

度で 144.4％となっており、計画値の約 1.5 倍となっています。 

その一方で、「短期入所療養介護（老健）」、「特定福祉用具販売」、「住宅改修」の３サー

ビスは計画値を 10％下回っています。このうち、「住宅改修」は平成 30 年度で 48.1％、

令和元年度で 44.1％となっており、２か年とも計画値の半数以下となっています。 
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実績値（単位：円） 計画値（単位：円） 

対計画比 

(実績値／計画値) 
  

H30 R 元 H30 R 元 H30 R 元 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

小計 588,444,935 597,291,646 528,316,000 528,552,000 111.4% 113.0% 

介護老人福祉施設 303,142,661 306,665,713 280,756,000 280,882,000 108.0% 109.2% 

地域密着型介護老

人福祉施設入所者

生活介護 

95,100,169 98,852,199 90,368,000 90,408,000 105.2% 109.3% 

介護老人保健施設 179,340,914 184,473,276 157,192,000 157,262,000 114.1% 117.3% 

介護医療院 10,041,606 7,300,458 0 0 - - 

介護療養型医療施

設 
819,585 0 0 0 - - 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

小計 219,247,754 212,088,682 229,215,000 231,097,000 95.7% 91.8% 

特定施設入居者生

活介護 
100,148,565 82,747,549 102,588,000 104,414,000 97.6% 79.2% 

地域密着型特定施

設入居者生活介護 
0 0 0 0 - - 

認知症対応型共同

生活介護 
119,099,189 129,341,133 126,627,000 126,683,000 94.1% 102.1% 

在
宅
サ
ー
ビ
ス 

小計 322,460,921 340,242,088 314,759,000 319,748,000 102.4% 106.4% 

訪問介護 49,266,987 54,901,896 51,029,000 51,052,000 96.5% 107.5% 

訪問入浴介護 10,779,372 10,377,211 7,185,000 7,188,000 150.0% 144.4% 

訪問看護 12,354,944 11,981,283 10,987,000 10,991,000 112.5% 109.0% 

訪問リハビリテー

ション 
2,465,946 3,055,643 2,075,000 2,076,000 118.8% 147.2% 

居宅療養管理指導 6,568,097 5,526,345 4,801,000 4,803,000 136.8% 115.1% 

通所介護 107,422,082 114,471,055 93,578,000 93,620,000 114.8% 122.3% 

地域密着型通所介

護 
3,065,164 2,096,395 2,283,000 2,284,000 134.3% 91.8% 

通所リハビリテー

ション 
15,506,885 15,748,362 18,237,000 18,244,000 85.0% 86.3% 

短期入所生活介護 27,219,454 30,719,969 32,163,000 32,178,000 84.6% 95.5% 

短期入所療養介護 

（老健） 
3,196,386 5,642,442 6,817,000 6,820,000 46.9% 82.7% 

短期入所療養介護 

（病院等） 
0 0 0 0 - - 

福祉用具貸与 26,770,396 27,362,516 26,773,000 29,664,000 100.0% 92.2% 

特定福祉用具販売 1,894,819 1,982,721 2,416,000 2,416,000 78.4% 82.1% 

住宅改修 5,877,499 6,262,184 12,220,000 14,198,000 48.1% 44.1% 

定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 
0 0 0 0 - - 

夜間対応型訪問介

護 
0 0 0 0 - - 

認知症対応型通所

介護 
0 0 0 0 - - 

小規模多機能型居

宅介護 
0 0 0 0 - - 

看護小規模多機能

型居宅介護 
0 0 0 0 - - 

介護予防支援・居

宅介護支援 
50,072,890 50,114,066 44,195,000 44,214,000 113.3% 113.3% 

        

総給付費 1,130,153,610 1,149,622,416 1,072,290,000 1,079,397,000 105.4% 106.5% 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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第３章 計画目標等 

１ 基本理念 

本計画は、「団塊の世代」が後期高齢者となる令和７年度及び「団塊ジュニア世代」が

高齢者となる令和 22 年度を見据えた計画とします。なお、これまで続けてきた高齢者支

援の方向性は変えず、法制度の改正や人口減少社会、本町においては高齢者の減少が続く

状況において、高齢者が健康状態を維持し、地域の支え合いの中で、その方らしい生活を

継続できるよう、近年の高齢者の動向や第７期計画の実施状況を踏まえ、本計画の基本理

念を以下のとおり設定します。 

 

○高齢者がいつまでも暮らし続けられる地域社会づくり 

本町では、高齢者人口の増加が続いてきましたが、平成 28 年度をピークに減少に転じ

ました。また、全国的には増加が続いている後期高齢者人口も、平成 29 年度までは増減

を繰り返していましたが、その後は減少が続いています。令和２年度現在で、高齢化率は

47.0％、後期高齢化率は 27.3％となり、町民の半数近くが高齢者、４人に１人以上が後

期高齢者となっています。高齢者だけではなく、地域の福祉を担う現役世代の減少も続い

ており、地域での支え合いや高齢者を支援する福祉・介護・医療等の専門職や地域で活動

するボランティア等の人材の確保・育成に課題が残ります。 

このような状況において、町内各地域で生活を続けてきた高齢者が、今後も自宅での生

活を中心に、自立した日常生活を続けられるよう、医療、保健、福祉、地域活動、介護、

公共施設・住宅などの各方面からの施策展開（地域包括ケア）を進めることとします。そ

の中で、特に医療と介護の連携を強化し、高齢者にとって暮らしやすい地域社会づくりを

目指します。 

なお、この過程において、高齢者は周囲や専門職等から支援を受けるだけではなく、高

齢者自身が健康状態を把握し、自身の心身の状態に応じた介護予防や健康づくり、地域活

動、交流等に積極的に取り組んでいただくよう、意識の啓発や活動支援に取り組みます。

併せて平常時だけではなく、感染症の流行や大規模災害に備えた事前対策に取り組みま

す。 

 

○住民の意識の向上 

第７期計画期間において、健康診査やがん検診など、各種健診・検診の受診者数は、人

口減少の影響もあり受診者数の減少傾向がみられます。その一方で、保健推進員活動や未

受診者対策の一環として受診率向上事業や未受診者訪問等を実施した結果、目標値の 70

～90％の受診者がみられ、受診者減少の歯止めとなっているほか、新たに受診する住民も

多くみられるようになりました。 

このような状況において、元気で活動的な高齢者が、今後も健康を維持し自立した生活

を送れるよう、定期的な健康診査や各種がん検診等の受診により健康状態を把握し、高齢

者の状況に応じた介護予防の支援を推進するとともに、働き盛りの年代から健康維持や介

護予防、認知症予防に取り組んでいただくよう意識啓発に努めます。 

そのために、自分の健康は自分で管理し、守るための意識の向上を促進します。また、

家族や地域社会においても、高齢者の状況の変化の把握に努め、要介護状態や認知症等の

変化を的確に把握できるよう意識の向上を促進します。 

さらに、地域の若者が減少し、ひとり暮らし高齢者世帯や高齢者夫婦世帯の増加が進ん

でいることから、支援を受けるだけではなく、お互いに支え合い・助け合いや、地域社会
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への各種活動への参加の促進など、主体的な活動を促すような、意識の向上を目指しま

す。 

 

○高齢者の尊厳保持 

これまでにも、高齢者の権利擁護についての取り組みを強化してきましたが、経済的虐

待やネグレクトなどの外部から見えにくい虐待、認知症の理解促進に向けての取り組み、

認知症の人への支援体制の充実は、一層の取り組みが必要な状況となっています。 

このような状況において、地域の高齢者支援にかかわる関係者とのネットワークを活用

し情報の共有を図りながら、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、高

齢者の人権や権利を守るための施策を推進します。 

また、経済的な虐待やネグレクトなど、外部からの発見が困難な虐待についての理解

や、認知症の人やその家族への理解を深めるために、広報啓発を推進します。 

さらに、認知症高齢者や精神障がい者等の権利や財産を守るため、「成年後見制度利用

促進計画」に基づく取り組みを推進します。 

 

○介護保険事業の充実、改善 

介護保険サービスを担う人材の確保は困難な状況が続いており、町内においても、人材

不足からサービス提供の維持、拡大が困難な事業所がみられ、介護サービスの安定的な確

保が課題となっています。 

このような状況において、要介護認定を受けた高齢者が、希望する生活のため必要と考

えられるサービスや支援を受けられるよう、ニーズを充足できる介護保険サービスを質、

量の両面にわたり維持、確保、提供していく体制の維持・充実を推進します。 

また、サービス内容や事業者の情報等、高齢者やその家族に必要な情報は速やかに提供

するとともに、相談や受け付け体制の充実を推進します。さらに、公平・公正な事業運営

の実施・改善に向けた、介護保険事業の適正化を推進します。 
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２ 将来推計 

（１）人口推計 

計画期間における人口推計は、平成 27 年から令和元年までの 10 月１日現在の住民基本

台帳人口を基にして、コーホート変化率法を用いて推計しました。 

 

①総人口 

総人口は、これまでと同様の減少傾向が続き、計画期間最終年度の令和５年度には

8,080 人、「団塊の世代」が後期高齢者となる令和７年度には 7,543 人、「団塊ジュニア

世代」が高齢者となる令和 22 年度には 4,082 人になると見込まれます。 
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②高齢者（第１号被保険者）人口 

高齢者人口は、平成 29 年度から減少傾向に転じており、今後も減少することが見込

まれます。なお、計画期間最終年度の令和５年度には 4,027 人、「団塊の世代」が後期

高齢者となる令和７年度には 3,858 人、「団塊ジュニア世代」が高齢者となる令和 22 年

度には 2,452 人になると見込まれます。 

高齢者を前期高齢者と後期高齢者に区分してみると、前期高齢者は令和２年度まで横

ばいで推移してきましたが、令和３年度に増加した後は減少が続くことが見込まれま

す。なお、計画期間最終年度の令和５年度には 1,728 人、令和７年度には 1,541 人、令

和 22 年度には 814 人になると見込まれます。 

また、後期高齢者については、平成 29 年度以降は減少が続いており、今後も減少傾

向が続くことが見込まれます。なお、計画期間最終年度の令和５年度には 2,299 人、令

和７年度には 2,317 人、令和 22 年度には 1,638 人になると見込まれます。 
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③40～64歳（第２号被保険者）人口 

40～64 歳の人口は、毎年 100 人以上の減少傾向が続いています。今後もこの傾向は

続くものとみられ、計画期間最終年度の令和５年度には 2,369 人、令和７年度には

2,202 人、令和 22 年度には 1,042 人になると見込まれます。 

 

 
 

④高齢化率 

高齢者数は減少するものの総人口がさらに大きな減少となっていることから、高齢化

率の上昇傾向が続き、令和２年度には 47.0％となっています。今後もこの傾向は続く

ものとみられ、計画期間最終年度の令和５年度には 49.8％、令和７年度には半数を超

えて 51.1％、令和 22 年度には 60.1％になると見込まれます。 
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（２）要介護認定者数の推計 

平成 30 年度から令和２年度の９月末の性別・年齢別の要介護認定状況が今後も同様

に推移するものと想定し、本計画期間及び「団塊の世代」が後期高齢者となる令和７年

度、「団塊ジュニア世代」が高齢者となる令和 22 年度の認定者数を推計しました。 

平成 30 年度以降、認定者数は横ばいで推移しており、令和２年には 981 人となって

います。 

今後の認定者数は、計画期間最終年度の令和５年度には 955 人、令和７年度には 929

人、令和 22 年度には 646 人になると見込まれます。 

 

 
※９月末現在 

 

また、第１号被保険者に占める要介護認定者の割合（要介護認定率）は、平成 30 年

度以降上昇が続いており令和２年度には 22.9％となっています。 

今後もこの傾向は続き、令和５年度には 23.3％、令和７年度には 23.7％、令和 22 年

度には 26.1％になると見込まれます。 
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３ 日常生活圏域の設定 

高齢者が住み慣れた地域において生活を続けられるためには、町内の各地域において医

療・保健・福祉や相談、介護保険サービスを公平に受けることが可能な、地域におけるケ

ア体制の確立が必要です。 

地域におけるケアを展開していくためには、町内を日常生活圏域ごとに区分し、その生

活圏域ごとに拠点施設やサービス基盤、情報ネットワークの整備等を行うことが適切と考

えられます。 

本計画においては介護サービス施設や地域包括支援センターの整備状況、平成 17 年４

月に合併する以前の旧町のつながり等を考慮し、これまでと同様、旧３町を単位として日

常生活圏域を設定します。 

■ 日常生活圏域 

 

 

■ 基礎データ（令和２年４月現在） 

 伊方地域 瀬戸地域 三崎地域 

人口 4,747 1,690 2,591 

高齢者 1,971 810 1,448 

 高齢化率 41.5％ 47.9％ 55.9％ 

要介護認定者 405 164 363 

 出現率 20.5％ 20.2％ 25.1％ 

介護保険施設 1 か所 1 か所 1 か所 

通所施設 2 か所 2 か所 1 か所 

短期入所施設 1 か所 1 か所 － 

居住系施設 － 2 か所 1 か所 

地域包括支援センター 1 か所 

 総合相談窓口 1 か所 1 か所 

面積（km2） 28.64 32.09 33.63 

出典：町保健福祉課 

 

三崎地域

瀬戸地域

伊方地域
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４ 重点施策 
国の高齢者施策や町の状況、町内の高齢者を対象に実施したアンケート調査結果を基

に、本計画期間（令和３年度～令和５年度）において、以下の施策を重点的に進めるもの

とします。 

 

（１）地域包括ケアシステムの運用・充実 

平成 27 年度から「団塊の世代」が後期高齢者となる令和７年度までの 10 年間を目標に

スタートした「地域包括ケアシステム」の構築について、介護予防・生活支援を中心に

徐々に体制整備を進めています。 

『地域包括ケアシステム』は、高齢者及びその家族が在宅での生活を選択することの意

味を理解し、その心構えを持った上で、「医療・看護」、「介護・リハビリテーション」、

「保健・予防」という専門的なサービスと、その前提となる「生活支援・福祉サービス」

と「住まいと住まい方」が相互に連携しながら住み慣れた地域での生活を支えるものであ

り、今後もこの方針をさらに発展させていく必要があります。 

そのため、地域包括支援センターを中心に保健センターの体制を整備・充実するととも

に、高齢者の介護予防・健康維持に必要な事業所や医療機関の確保・維持、企業や地域社

会などと連携した地域ぐるみの支援体制、見守り体制の充実・維持、福祉人材の確保、連

携体制の充実に努めます。 

 

地域包括ケアシステムのイメージ（平成 27 年度） 

 

 
出典：地域包括ケアシステム構築に向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業報告書 

（平成 28 年３月 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

進化する地域包括ケアシステムの「植木鉢」 

【介護予防・日常生活支援総合事業の実施】 

●2015 年度より介護予防・日常生活支援総合事業として実施され、要支援者に対する介護予防は生活支援へと一体的

に、住民自身や専門職以外の担い手を含めた多様な主体による提供体制へと移行することとされた。 

●これまで「葉」の中に位置づけられてきた軽度者向けの予防活動の多くは、自助や互助などの取り組みを通して、社

会参加の機会が確保され、それぞれの人の日常生活の中で生活支援や介護予防の機能が発揮されるため、「介護予防」

と「生活支援」を一体として再整理した。 

【保健・福祉を地域包括ケアシステムの重要な要素として改めて位置付ける】 

●2040 年に向けて、単身高齢者や、低年金の高齢者の増加に伴う経済格差の拡大と貧困問題など、複雑な福祉的課題を抱

えた高齢者世帯数の増大が予測されており、社会福祉の専門性を活かしたソーシャルワークの重要性は大きくなる。 

●高齢者介護の分野では、身体的な自立に重点が置かれるケースが多いが、社会的孤立も含め、地域で生活課題を抱え

る人々の問題は様々である。こうした 2040 年に向けた地域課題への対応として、地域包括ケアシステムに専門職

（葉）が係わる分野として「保健・福祉」を改めて強調する意味は大きい。 

【本人の選択が優先される仕組みに】 

●2012 年度の地域包括ケア研究会で提示された植木鉢の絵において、「本人・家族の選択と心構え」というコンセプトが

組み込まれ、それぞれの個人が地域生活を継続するための基礎が示されたが、地域生活の継続を選択するにあたって

は、本来は「本人の選択」が最も重視されるべきであり、それに対して本人・家族がどのように心構えを持つかが重

要であるとの考え方から「本人の選択と本人・家族の心構え」と改めた。 
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（２）幅広い分野の介護予防の促進 

町内で生活する要介護未認定、要支援１・２の高齢者を対象に実施した「介護予防・日

常生活圏域ニーズ調査」において、要介護リスクの傾向をみると、最も割合が高い項目は

「認知症リスク」で 65.9％となっており、町内の元気な高齢者の半数以上に認知症のリ

スクがあるとみられます。 

また、「閉じこもり傾向」が 40.6％、「うつ傾向」が 37.7％、「転倒リスク」が 35.1％

となっており、比較的高い割合となっています。 

■ 要介護リスクの傾向 

 

資料：日常生活圏域ニーズ調査 

 

（３）認知症の人への支援の充実 

上記のとおり、現在要介護認定を受けていない高齢者や要支援認定を受けている比較的

元気な高齢者の中でも、認知症のリスクがある方が６割以上みられます。また、すでに高

齢化率が 47.0％の本町において、高齢化のさらなる進行とともに認知症の人の増加が想

定されており、認知症介護の負担が家族に集中する状況は、今後も続くとみられます。 

認知症対策として、早期発見・早期対応に努めるとともに、家族介護者の負担軽減に向

けた取り組みや支援体制の確立、支援に必要な人材の確保・育成に努めます。 

また、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯が増え、自宅で認知症の人を介護する家族

介護者がいない世帯の増加も考えられることから、医療・介護を中心に、地域社会を含め

て在宅の認知症の人を支援する体制の検討を進めます。 

さらに、認知症の人の権利や財産を守るため、権利擁護の支援の重要性が高くなること

が見込まれることから、成年後見制度の利用促進や関連事業の体制を整備するとともに、

必要な人に必要な支援の提供に努めます。 
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（４）地域での支え合いの意識の向上 

伊方町は、すでに高齢化率が 47.0％となり、高齢化率が 50％を超えている限界集落が

26 地区となっています。町全体では、計画期間最終年度の令和５年度には 49.8％と半数

程度を占め、令和７年度には 50％を超えるとみられ、高齢者以上に大きな減少が続く若

年層からの支援は困難な状況になりつつあります。 

今後は、本人の健康や心身の状況に応じて、住民それぞれができる範囲で地域の役割を

担い、お互いに支え合い、助け合う意識を育て、行動に移していけるよう、意識啓発に努

め、地域住民の意識向上により、お互いに助け合う地域社会（地域共生社会）の構築・充

実を目指します。 

 

（５）緊急時の支援体制の充実 

伊方町は、海に囲まれ斜面も多く、発生が予想されている南海トラフ地震において、大

きな被害が想定されている地域です。これまで、災害を最小限に抑制するための防災対策

を進めてきました。 

今後は、災害発生の可能性があるとき、または、災害発生後に速やかに高齢者を含む避

難行動要支援者（自力での避難が困難な方）を安全な場所に避難させ、生命安全の確保に

向けた支援体制の充実に努めます。 

また、令和２年に世界的な流行をみせている新型コロナウイルス感染症により、町民の

生活が大きく変わり、町の事業や地域での活動も大きな影響を受けました。 

今後は、感染症の大規模流行に備えた、必要備品の備蓄や感染情報の連絡・共有体制の

構築など、事前対策の整備を図ります。 
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５ 施策体系 

 

地域包括ケアシステムの運用・充実 

①地域包括支援センター運営協議会  ②介護予防ケアマネジメント 

③包括的・継続的ケアマネジメント支援事業  ④地域ケア会議の充実 

⑤在宅医療・介護連携推進事業  ⑥認知症高齢者支援事業 

⑦生活支援コーディネーター機能の充実  ⑧自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

地域包括支援センターの運営 

高齢者保健福祉施策の推進 

健康づくりの推進 

①健康診査  ②健康教育  ③健康相談  ④健康手帳の交付 

⑤訪問指導  ⑥健康づくりの体制 

高齢者の生活支援 

①生活管理指導員派遣事業 

②介護用品支給事業（在宅要介護老人等紙おむつ等支給事業） 

③介護予防住宅改修事業  ④寝たきり老人等介護手当支給事業 

高齢者の権利擁護 

①権利擁護業務  ②高齢者虐待の防止及び対応  ③認知症施策の推進 

④成年後見制度の利用促進（伊方町成年後見制度利用促進基本計画） 

地域支援事業の推進 

介護予防・日常生活支援総合事業 

①介護予防・生活支援サービスの充実  ②一般介護予防事業の実施 

包括的支援事業 

①総合相談支援事業／権利擁護事業  ②包括的・継続的マネジメント 

任意事業 

①家族介護支援事業  ②介護給付等費用適正化事業  ③介護相談員派遣事業 

④福祉用具・住宅改修支援事業  ⑤成年後見制度利用支援事業 

地域包括ケアシステムの充実 

介護保険事業サービスの整備 

介護・介護予防サービスの充実 

①居宅サービス  ②地域密着型サービス  ③施設サービス 

介護保険サービスの基盤整備 

①居宅サービスの基盤整備  ②施設サービスの基盤整備 

介護保険サービスの円滑な提供 

①要介護認定体制の整備  ②介護・介護予防サービスに関する情報の提供 

③相談及び苦情処理体制の確立  ④質の高いサービスの確保 

⑤ケアマネジャーの資質向上  ⑥サービス事業者等との連携体制の整備 

関連施策の推進 

生活環境の整備 

高齢者の生きがいづくり 

高齢者の見守り支援 

災害時の支援 

犯罪・事故防止対策の推進 

緊急事態の事前対策の推進 
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第４章 地域包括ケアシステムの充実 

１ 地域包括支援センターの運営 

地域包括支援センターは「地域包括ケアシステム」構築の中心的役割を担い、高齢者等

が住み慣れた地域で安心して過ごすことができるように、包括的及び継続的な支援を推進

する目的で設置・運営しています。 

また、高齢者数、要介護認定者数の横ばい、減少傾向がみられるものの、相談内容の複

雑化、多様化が進むことが想定されることから、あらゆるケースに対応できるよう、必要

な職種・人材の確保を図り、その育成に努めます。 

地域包括支援センターには、保健師または看護師、社会福祉士、主任介護支援専門員を

配置し、専門知識や技能を互いに生かしながらチームで活動し、地域住民とともに地域の

ネットワークを構築しつつ、介護予防ケアマネジメント、総合相談支援事業、権利擁護事

業、包括的・継続的ケアマネジメントを行います。 

さらに、その運営にあたっては介護サービス事業者、医療機関、民生委員・児童委員、

高齢者の地域における自立した生活の支援や要介護状態となることの予防や軽減、悪化防

止のための事業を行う関係者との連携に努めます。 

 

２ 地域包括ケアシステムの運用・充実 
 

（１）地域包括支援センター運営協議会 

地域の高齢者の生活を支える拠点となる地域包括支援センターの適切、公正かつ中立

な運営を確保するため、地域包括支援センター運営協議会を設置しています。 

今後、地域包括支援センターの公正・中立な運営を支えるとともに、平成 27 年度か

ら実施している「介護予防・日常生活総合支援事業」の実施に必要な人材の育成や運

営・連携体制の構築、実施内容の改善に向けた課題整理、事業の改善を図ります。 

 

（２）介護予防ケアマネジメント 

高齢者が要介護状態になることをできる限り予防し、また、それ以上に悪化しないよ

うに、地域支援事業による介護予防・日常生活支援総合事業と被保険者の申請に基づき

要支援認定をした結果、要支援１及び２と認定された方に対する予防給付事業を実施

し、維持・改善を図るものです。 
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（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

①ケアマネジャーへの支援 

地域のケアマネジャーの日常的な業務の円滑な実施を支援するため、個別の相談を受

け、ケアマネジメントに関する相談、困難事例への具体的な援助方法の検討などケアマ

ネジャーへの支援を行います。また、地域包括支援センターにおいて、ケアマネジャー

への支援を充実するよう、職員が情報収集や研究等に努め、スキルアップを図ります。 

 

②包括的・継続的ケア体制の構築 

ケアマネジャーと主治医や地域の関係機関との連携体制を構築します。併せて、ケア

マネジャー同士のネットワーク等を通じて、地域の多様な社会資源の情報を共有し、高

齢者やその家族が必要なときに必要な援助を切れ目なく受けられるように調整します。 

 

（４）地域ケア会議の充実 

地域ケア会議は、個別ケースの支援内容の検討を通じた、①地域の介護支援専門員

の、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支援②高齢者の

実態把握や課題解決のための地域包括支援ネットワークの構築③個別ケースの課題分析

等を行うことによる地域課題の把握 を目的として開催するもので、①個別課題解決機

能②地域包括支援ネットワーク構築機能③地域課題発見機能④地域づくり・資源開発機

能⑤政策形成機能 の５つの機能を持ちます。 

今後は、地域包括支援センターが中心となり、高齢者を支援する関係機関・職種との

連携・協力体制を構築し、充実した会議の開催・運営に努めます。また、会議での協議

内容に加え、その結果を形にするための手法について検討します。 

 

（５）在宅医療・介護連携推進事業 

疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活を続けられ

るために、地域における医療・介護の関係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅医

療・介護の提供を行うことができるよう、医師会等と緊密に連携しながら、関係機関の

連携体制の構築を図るものです。 

さらに、在宅医療と在宅介護サービスが連携し、在宅での看取りや認知症高齢者の在

宅生活の支援体制の確立を目指します。 

 

【事業項目】 

ア 地域の医療・介護資源の把握 

地域の医療機関、介護事業所等の住所・連絡先、機能等を把握し、これまでに本

町が把握している情報と合わせて、地域の医療・介護関係者と共有します。 

イ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

地域の医療・介護関係者等らが地域ケア会議等既存の会議を活用し、在宅医療・

介護連携の現状や課題、地域で目指す姿について共有し、対応策について検討に取

り組みます。 
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ウ 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの提供体制のた

めに必要な取り組みについて検討します。 

エ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

情報共有の手順等を含めた既存の情報共有ツール等を運用するなど、地域の医

療・介護関係者間の情報共有を支援します。 

オ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

医療・介護関係者の連携を支援する在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設

置、運営を行い、専門機関への委託も考えながら相談の受け付け等連携の取り組み

を支援します。 

カ 医療・介護関係者の研修 

地域の医療・介護関係者の連携を実現するために、多職種での研修の企画・開

催、既存の医療・介護関係団体の研修への協力・活用に取り組みます。また、必要

に応じて、地域の医療関係者に介護に関する研修会の開催、介護関係者に医療に関

する研修会の開催等の研修を行います。 

キ 地域住民への普及啓発 

在宅医療や介護に関する講演会の開催、パンフレットの作成・配布等により、地

域住民の在宅医療・介護連携の理解を促進します。 

ク 在宅医療・介護連携に関する関係市町の連携 

医療圏域を共有する市町と取り組みについての情報交換を図りながら、広域連携

が必要な事項については調整に努めます。 

 

（６）認知症高齢者支援事業 

認知症の早期診断・早期対応等のため、地域包括支援センターに認知症初期集中支援

チームや認知症地域支援推進員を配置し、先進地の取り組み等を参考にしながら効果的

な活動について検討を進めます。 

今後は、認知症初期集中支援チームによる早期対応や認知症地域支援推進員による相

談対応を推進します。また、増加が予想される認知症高齢者に対応するため、必要な人

材の確保や育成を推進します。 

「認知症施策推進大綱」（令和元年６月 18 日閣議決定）における「普及啓発・本人発

信支援」、「予防」、「医療・ケア・介護サービス・介護者への支援」、「認知症バリアフリ

ーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援」、「研究開発・産業促進・国際展

開」、「認知症の人や家族の視点の重視」の実施に向けた施策を検討します。 

 

（７）生活支援コーディネーター機能の充実 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）は、①地域の資源開発②ネットワ

ークの構築③高齢者のニーズと地域の取り組みのマッチング の３つの機能を持つもの

です。 

今後は、地域における地域支援等の提供体制の整備に向けた取り組みを推進するとと

もに、関係者のネットワークや既存の取り組み・組織等の活用を図るため、社会福祉協

議会と連携して生活支援コーディネーター機能を強化します。 
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（８）自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

自立支援・介護予防とは、単に高齢者の運動機能や栄養状態といった個々の要素の改

善だけを目指すものではなく、むしろ、これら心身機能の改善や環境調整などを通じ

て、個々の高齢者の生活機能（活動レベル）や参加（役割レベル）の向上を図り、それ

によって一人ひとりの生きがいや自己実現のための取り組みを支援して、生活の質

（QOL）の向上を目指すものです。 

高齢者の心身の状況に応じて①主として活動的な状態にある高齢者を対象に、生活機

能の維持・向上に向けての取り組み②要支援・要介護状態に陥るリスクが高い高齢者を

早期発見し、早期に対応することにより状態を改善し、要支援状態等となることを遅ら

せる取り組み③要支援・要介護状態にある高齢者を対象に、要介護状態の改善や重度化

を予防する取り組みが考えられます。 

活動的な高齢者に対しては、地域包括支援センター等が実施している事業や介護保険

事業、その他高齢者やその家族を対象にした事業に関する情報、高齢者が健康的な生活

を続けるための健康の維持・増進や介護予防に関する各種情報等を、効果的に提供でき

る方法を検討し、住民の選択を広げたり活動を支援する取り組みを推進します。 

また、地域の中で高齢者がそれぞれの心身の状態に応じて、主体的に参加・活動し役

割を担える仕組みや活動を、住民や生活支援コーディネーター、関係機関等と連携・協

働して取り組める体制づくりに努めます。 

さらに、これらの取り組みの効果を高めるため、自立支援、介護予防に関連する各種

事業の情報発信や、近隣市町や町外の支援団体、県、その他関係機関等との連携・協力

体制の構築に努めます。 

 

３ 緊急事態の事前対策の推進 

新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ等の感染症流行に備えて、大規模流行が

発生した際の連絡や情報共有の体制整備に努めます。 

地震や風水害等の大規模災害発生時の福祉施策や介護保険サービス提供、訪問診療の

あり方など、災害発生時の介護・医療・福祉の提供体制について、検討します。 
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第５章 高齢者保健福祉施策の推進 

１ 健康づくりの推進 
本町では各保健センターを拠点に高齢者がいつまでも元気に自分らしく生活できるよ

う、生活習慣病予防やフレイル、認知症予防等を通じ、健康寿命の延伸を図ることを目標

に健康づくりの関連施策を実施しています。 

（１）健康診査 

①健康診査 

【内 容】 

40～74 歳の国民健康保険加入者等を対象に、生活習慣病予防に向けた特定健康診

査、75 歳以上の後期高齢者を対象に、後期高齢者の健康増進に向けた後期高齢者健康

診査を保健センターや各地区集会所等で実施しています。 

【今後の方針】 

健康は、高齢者になる前から本人の自覚の基に維持し、増進していく必要がありま

す。そのための一つの取り組みとして、健康診査の受診を促進する必要があります。 

それぞれの健康診査の指針等に基づき、健康診査を受診者自身が生活習慣を見直す機

会とし、セルフケア（自己管理）の促進を図ります。また、健康診査の効果や必要性を

幅広い年齢層へ普及啓発し、受診しやすい体制の整備を図ります。特に、受診経験のな

い町民への積極的な受診勧奨を行い、特定健康診査については、国が掲げる受診率

（60％）の達成を目指します。 

なお、健康診査において指導や啓発が必要と思われる受診者に対しては保健指導を行

い、生活習慣の改善を中心に健康改善に向けた取り組みの促進を図ります。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定健康診査 受診者数 1,240 人 1,270 人 1,300 人 

後期高齢者健康診査 受診者数 640 人 660 人 680 人 

 

②骨粗しょう症検診 

【内 容】 

骨粗しょう症は骨折等の基礎疾患となり、介護予防の観点からも重要な疾患であるた

め、早期に骨量減少者を発見し、骨粗しょう症を予防するために実施するものです。特

に、40・45・50・55・60・65・70 歳の女性については節目検診として受診を推奨して

います。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続し、受診者自身が骨量を把握して、生活習慣を見直す機会

とします。元気な年代からのセルフケアを促進するため、若年層（40～64 歳）の受診

者が増えるよう住民への検診やセルフケアの必要性について普及啓発を図ります。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

受診者数 500 人 550 人 600 人 



28 

③がん検診 

【内 容】 

がんの早期発見・早期治療を目的に、保健センターをはじめ町内各地区集会所等にお

いて、胃がん、大腸がん、肺がん、子宮がん、乳がん等のがん検診（集団検診）を実施

するものです。 

【今後の方針】 

近年、各検診の受診率の低下や 40 代、50 代でがんによる死亡例がみられることか

ら、がん検診の必要性を広報し、継続的な受診に加え、これまで受診経験のない町民を

対象にした受診勧奨を図ります。 

また、各検診の対象者に対して、節目年齢における個人負担の無償化等の既存の取り

組みを継続するとともに、受診しやすい体制の整備・改善を行い、受診率の向上に努め

ます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

胃がん検診 950 人 980 人 1,000 人 

大腸がん検診 1,650 人 1,700 人 1,750 人 

肺がん検診 1,650 人 1,700 人 1,750 人 

子宮がん検診 900 人 980 人 1,000 人 

乳がん検診 950 人 980 人 1,000 人 

前立腺がん検診 500 人 530 人 550 人 

 

④歯周疾患検診 

【内 容】 

「8020 運動」（80 歳で 20 本以上自分の歯を有すること）を推進するために、歯周病

等の検診を実施するものです。 

【今後の方針】 

現在、地域を限定したモデル事業を行っていますが、受診者数の伸び悩み、高齢者以

下の若年層の受診者が少ないため、若年層の受診促進に向けた取り組みを進め、継続的

な口腔衛生の取り組みの促進につなげます。 

なお、現在のモデル事業は今後も継続するとともに、節目年齢（40 歳・50 歳等）に

おける個別歯科検診の取り組みを検討します。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

受診者数 45 人 50 人 55 人 
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（２）健康教育 

【内 容】 

生活習慣病の予防、介護予防等の観点から正しい知識の普及啓発を図り、住民一人ひ

とりが主体的に健康づくりを進めていけるよう、セルフケアの推進や自主グループの育

成等を目指して町内各地に会場を設置して実施するものです。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続しながら、関係機関や団体等との連携を一層深め、住民の

ニーズや地域の健康課題に対応した内容を取り入れ、効果的な健康教育の実施を図りま

す。特に、がんや脳卒中、糖尿病対策についての取り組みや、働き盛りの世代の利用率

の向上に努めます。 

また、参加しやすくするために、実施時間や身近な場所での開催、個人だけではなく

参加者の多い行事や団体等への働きかけなど、多様な取り組みに努めます。 

さらに、事業参加者が自主的な取り組みを行えるよう、情報提供や活動支援体制の構

築を図るとともに、身近な地域で活動しやすい環境整備を図ります。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

健康増進事業 

（65 歳未満） 

回数 40 回 43 回 45 回 

人数 1,150 人 1,170 人 1,200 人 

介護予防事業 
回数 20 回 25 回 30 回 

人数 450 人 500 人 550 人 

 

（３）健康相談 

①総合健康相談 

【内 容】 

保健センターや身近な集会所等において、健康診査後の保健指導等、健康に関する相

談を実施するものです。 

【今後の方針】 

関係機関との調整を行い、町内各地において行事や公民館事業、健診等の様々な機会

を活用し、適切な相談の実施を図ります。 

また、若年層からの健康維持が必要であることから、現在参加者の少ない働き盛りの

世代の利用増進に努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

健康増進事業 

（65 歳未満） 

回数 85 回 87 回 90 回 

人数 760 人 780 人 800 人 

介護予防事業 
回数 25 回 27 回 30 回 

人数 450 人 500 人 550 人 
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②重点健康相談 

【内 容】 

高血圧、糖尿病、骨粗しょう症、歯周疾患等の病気を有する方や、その可能性がある

方を対象に、個別について相談を実施するものです。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続しながら、地域の健康課題に対応した情報を収集し、効果

的な健康相談の実施を図ります。また、これまでの相談内容の整理・活用により、効果

的な相談対応の実施に努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施回数 30 回 32 回 34 回 

参加人数（40～65 歳） 200 人 220 人 240 人 

 

（４）健康手帳の交付 

【内 容】 

40 歳以上の住民を対象に、健康に対する正しい知識の普及啓発や健康に対する意識

の向上を推進するために、保健事業や医療等の記録を記入する健康手帳の交付を実施す

るものです。 

なお、40 歳になる町民に対して全員に配布し、健康に関する普及啓発及び健康診査

の受診勧奨等を行っています。 

【今後の方針】 

健康手帳の有効的な活用促進に向けて、活用方法や活用の効果等を情報提供します。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

交付数 400 430 450 
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（５）訪問指導 

【内 容】 

高血圧や糖尿病等の重症化を防ぐために、健康診査結果等により保健指導の必要な方

を対象に、個別に家庭訪問し、必要な指導、助言を行うものです。 

【今後の方針】 

訪問の頻度等、関係機関と連絡調整しながら効果的な実施を図ります。特に、地域性

に特徴のある疾病・要介護リスクについては、個人への対応だけではなく、地域特性を

踏まえ、地区別の活動を検討します。 

また、健診未受診者や特に支援が必要な住民に対して、関係機関と連携・調整し、迅

速な訪問対応に努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

健康増進 

（65 歳未満） 

実利用人数 45 人 50 人 55 人 

延べ人数 55 人 60 人 65 人 

重症化・介護予防 

（65 歳以上） 

実利用人数 150 人 200 人 200 人 

延べ人数 200 人 250 人 250 人 

 

（６）健康づくりの体制 

①保健推進員制度 

【内 容】 

本町では、保健事業の協力者として町内各地区に 117 人（約 50 世帯当たり１人）の

保健推進員を配置し、健康づくり活動の推進を図っています。 

活動内容としては、研修会や保健事業を通じ、健康づくりに関する理解を深めたり、

セルフケアの推進、住民の声を行政に伝えるなどの行政とのパイプ役としての役割を担

っています。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続し、主体的な健康づくりを共に考え、推進できる保健推進

員の育成と活動の充実を図ります。 

今後は、活動内容の整理や人材育成に努め、活動内容の充実に努めるとともに、多く

の推進員に参加していただけるよう研修会の運営改善や推進員の意識の共有、向上を図

ります。また、活動内容について、活動の効果等を検証し、必要に応じて再構築を検討

します。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保健推進員人数 117 人 117 人 117 人 

研修会回数 3 回 3 回 3 回 
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②食生活改善推進協議会 

【内 容】 

食生活改善推進協議会は、食生活改善を中心とした健康づくりを推進するための地区

別組織活動をとっています。 

活動内容としては、健康食生活普及事業の実施、地域へのボランティア活動（独居老

人給食サービス、伊方まつり等）への協力等様々な活動を行っています。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続し、会員数の増加、健康づくりボランティア活動等により

地域に健康づくりの輪を広げていきます。特に、会員の高齢化、減少が進んでいること

から、若年層を中心とした人材の確保・育成に努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

会員数 142 人 143 人 144 人 

活動回数 44 回 45 回 46 回 
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２ 高齢者の生活支援 

（１）生活管理指導員派遣事業 

【内 容】 

基本的生活習慣の欠如や対人関係が成立していないなど社会適応が困難な高齢者等を

対象に、生活管理指導員（ホームヘルパー）が対象者の居宅を訪問し、要介護状態への

進行を抑制するために、日常生活に対する指導や支援を行うものです。 

【今後の方針】 

対象者の選定と指導内容の調整により、効果的で効率が高いサービス提供に努めま

す。対象者は傷病だけではなく、基本的生活習慣の欠如や対人関係に困難のある高齢者

等の社会適応が困難な高齢者への拡大に努めます。また、訪問の際には対象者の状況の

推移の把握等により、地域支援事業や要介護認定等の実施へ速やかに移行できるよう

に、関係機関への情報提供を図ります。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 2 人 2 人 2 人 

利用時間 18 時間 18 時間 18 時間 

 

（２）介護用品支給事業（在宅要介護老人等紙おむつ等支給事業） 

【内 容】 

長期にわたり在宅要介護老人等に対して、衛生的で快適な日常生活を送れるように、

また、介護にあたる家族の身体的、経済的負担の軽減を図るため、介護に必要な用品

（紙おむつなど）を支給するものです。地域支援事業における介護用品支給事業の対象

者（要介護３以上で非課税世帯）を除く、介護用品が必要な世帯を対象としています。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続し、家族介護者の経済的負担の軽減に努めます。また、新

たに対象となった要介護認定者とその家族に対して、制度の内容を説明し、制度が公平

に活用されるよう努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

受給者数 165 人 157 人 150 人 
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（３）介護予防住宅改修事業 

【内 容】 

前年所得税非課税世帯で、要介護認定の結果、非該当と判定された高齢者等を対象

に、在宅で自立した生活を行えるよう、住宅改修費の助成を行うものです。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続し、家族介護者の経済的負担の軽減に努めます。また、制

度の内容を広報し、制度の公平な運営に努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件数 1 件 1 件 1 件 

 

（４）寝たきり老人等介護手当支給事業 

【内 容】 

寝たきりの高齢者を居宅において６か月以上継続して介護している家族（双方とも町

内に居住している）を対象に、介護手当の支給を行うものです。介護保険サービスを利

用している方が対象となります。（任意事業の対象になっていない方（P49 参照）） 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続し、家族介護者の経済的負担の軽減に努め、公平に活用さ

れるよう努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件数 45 件 45 件 45 件 
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３ 高齢者の権利擁護 

（１）権利擁護業務 

【内 容】 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、高齢者の人権や権利が守られてい

ることが不可欠です。本業務は認知症等により判断能力が低下している高齢者や、家族

による支援を得ることが困難な場合等権利擁護業務の対象となる高齢者に対して、適切

な権利行使のための支援や権利侵害からの救済、権利侵害防止のための支援を進めるも

のです。 

【今後の方針】 

権利擁護が必要なケースを早期に発見し対応するために、総合相談においても権利擁

護の視点に基づいて状況把握に努めるとともに、地域の高齢者支援にかかわる関係者と

のネットワークを活用し情報の共有を図ります。 

支援にあたっては、高齢者の自己決定の尊重や、本人の能力を活用できるような支援

に配慮し、単体のサービスや制度の利用だけでなく生活全体を視野に入れた支援に努め

ます。 

また、目的達成に有効と考えられる関係者との連携を図りながら取り組んでいきま

す。 

 

（２）高齢者虐待の防止及び対応 

【内 容】 

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 18 年４月

１日施行）に基づき、第三者が虐待を発見した場合の市町村への通報が義務化され、市

町村は重大な虐待のおそれがある場合の家庭内への立ち入り調査や生命への危険性が認

められた場合の一時保護等の措置を行うこととされています。この法の考え方に基づ

き、高齢者を家族や介護事業者等の介護者による虐待から守るものです。 

現在の取り組みとして、窓口での相談受け付けや広報紙への虐待に関する情報提供、

各種会議における協議、虐待防止の呼びかけ、パンフレットの配布、町内の福祉関係者

を対象とした研修会等を行っています。 

【今後の方針】 

高齢者への虐待行為を防止するために、まず介護者が高齢者虐待に至らないように、

家族介護支援や各種相談事業により、心身の負担軽減を推進します。近年、相談窓口の

周知が進み、相談件数が増加していることから、さらに窓口の存在や実績を広報し、早

期の対応・解決の実現に努めます。 

しかし、身体的外傷が生じるおそれのある暴行や心理的外傷を与える行為、ネグレク

ト、高齢者の財産の不当な処分等の高齢者虐待により生命または身体の危険が明らかに

なった場合は、近隣住民や関係者から町や地域包括支援センター・保健センターなどが

情報を把握し、高齢者を保護し、状況に応じて特別養護老人ホーム等への入所措置や加

害者となった介護者との面会制限等の対策を実施します。 

また、経済的な虐待やネグレクトなど、外部からの発見が困難なケースについて住民

の理解を深めていけるよう、町の相談窓口や広報紙等による情報提供、各種会議におけ

る情報発信やパンフレットの配布、町内の福祉関係者を対象とした研修会の開催等を図

ります。 
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（３）認知症施策の推進 

今後増加することが見込まれる認知症の人に適切に対応するため、新オレンジプラン

（認知症施策推進総合戦略）に基づき、認知症の人の意思が尊重され、できるだけ住み

慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができる環境を目指し、町の事業として以下

の取り組みを推進します。 

①認知症への理解を深めるための普及啓発の推進 

【内 容】 

認知症に対する画一的で否定的なイメージを払拭し、認知症が誰にとっても身近な病

気であることを普及・啓発することで、認知症についての理解を深めるものです。 

【今後の方針】 

認知症の人やその家族への理解を深めるために、広報紙やパンフレット等を利用し地

域住民の意識向上を促進し、地域全体で支え合い見守る体制の構築を図ります。また、

認知症の方やその家族を温かく見守り、支援する「認知症サポーター」を増やすための

講座の開催や、閉じこもり予防等として身近な場所で開催するサロン事業の普及を図り

ます。 

さらに、早期からの認知症啓発のため、町内の小中学校において認知症サポーター養

成講座の開催を検討します。また、養成された認知症サポーターが、地域における支援

者として活動ができる取り組みについても検討します。 

地域の連携体制として、認知症高齢者の見守り、行方不明者の捜索等を支援する「オ

レンジネットワーク」の体制充実を図ります。 

 

②認知症支援体制の充実 

【内 容】 

認知症の人の早期対応のための医療・介護の複数の専門職が中心となる専門組織であ

る「認知症初期集中支援チーム」の設置と、認知症の人とその家族を支援するための地

域活動の中心となる「認知症地域支援推進員」の育成・配置、医療機関や介護事業従事

者それぞれの業務に応じたＢＰＳＤ等への対応力の向上を進め、地域の認知症の支援体

制の充実を図るものです。 

※ＢＰＳＤとは、認知症に伴う行動・心理症状のこと。 

【今後の方針】 

今後も増加が予想される認知症の人や家族の支援のため、人員の確保・育成に努める

とともに、認知症初期集中支援チームでは、訪問による包括的・集中的な初期段階での

支援の実施、認知症地域支援推進員では認知症に関する啓発活動や相談体制の充実等を

図ります。 

町内の医療機関（かかりつけ医）への「かかりつけ医認知症対応力向上研修」の受講

促進、介護保険事業者への「認知症介護実践者研修等」の受講促進、各地域における支

援・連携体制の構築等により、効率的・効果的な取り組みに努めます。 

なお、町内に精神科病院等専門医療機関がないため、地区医師会や保健所等と連携を

図りながら取り組んでいきます。 

また、よりよい医療、介護が提供できるよう多職種が参加しての研修や交流の場の開

催について、関係者と調整を図ります。 
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③精神保健相談（心の健康相談） 

【内 容】 

精神疾患や認知症を抱える住民及びその可能性のある住民、家族、高齢者支援にかか

わる関係者を対象に、医師及び保健師、精神保健福祉士等の専門職による相談・支援を

実施するものです。 

【今後の方針】 

専門職の相談を定期的に実施することにより、精神疾患や認知症の正確な知識や対処

方法を知り、症状の進行の抑制を図るとともに介護者の精神的な負担の軽減を図りま

す。 

また、町内に精神科医がないことから、住民にとって専門医に直接相談することがで

きる貴重な場でもあり、開催回数や会場、情報提供の方法などについて、検討を行いま

す。 

なお、精神保健相談は、該当者にとってデリケートな内容になりやすいことから、本

人や家族のプライバシーに配慮することにより、より相談しやすい体制・雰囲気の醸成

に努めます。 

その一方で、現在の体制・開催方法では、相談件数の増加への対応が困難であること

から、実施方法の改善や連携体制の強化、関連事業の再編等、事業のあり方を検討しま

す。 

 

④認知症ケアパスの見直し、周知 

【内 容】 

認知症の人が、その進行状況に合わせて、「いつ、どこで、どのような医療・介護等

のサービスを受ければいいのか」という、状態に応じたサービスの流れを示す「認知症

ケアパス」を作成するものです。 

【今後の方針】 

地域包括支援センター運営協議会や地域ケア会議において、地域の取り組みを整理

し、認知症の人や家族、地域住民にわかりやすく示せるよう認知症ケアパスを見直し、

住民への効果的な周知方法の検討を進めます。 
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⑤認知症の人の介護者への支援 

【内 容】 

認知症の人を介護する家族を対象に、身近なところで集いの場を開催して家族介護者

の交流や悩みごとに対する、相談支援等を行います。また、地域包括支援センターやブ

ランチの窓口において、介護を行う上での悩みごとに対する相談支援、対応策の提案等

を行います。 

【今後の方針】 

認知症の人の多い地域を中心に、認知症の人の家族介護者を対象とした集いの場の設

置を検討します。同じ悩みを持つ家族介護者同士の交流や悩みごとの共有、専門職等に

よる相談支援を想定しています。 

また、地域包括支援センターやブランチにおいて、家族介護者からの相談対応を行い

ます。必要に応じてより専門的な機関や、相談窓口に関する情報提供や紹介を行いま

す。また、この際に収集した内容は、今後の認知症施策や家族介護者支援の取り組みの

参考として、取り扱うものとします。 

 

（４）成年後見制度の利用促進（伊方町成年後見制度利用促進基本計画） 

①策定の趣旨 

成年後見制度を活用し、認知症高齢者や知的・精神障がい者の財産管理だけではな

く、地域での日常生活等を社会全体で支えられるよう、伊方町では「成年後見制度の利

用促進に関する法律」（平成 28 年５月施行）第 23 条第１項に基づく「伊方町成年後見

制度利用促進計画」を策定します。 

この計画の具体的な取り組みについては、地域共生社会の推進、個人の権利擁護を目

指して、介護保険事業計画・高齢者福祉計画、障がい者福祉計画と一体的に進めていき

ます。 

【課題】 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加とともに、身寄りのない高齢者が認知

症になったり、知的障がい者、精神障がい者が親の死去などにより家族からの支援が受

けられなくなったことにより、金銭管理や日常生活が困難になるケースがみられ、今後

も増えてくると考えられます。 

このような方々が高齢者保健福祉や介護保険事業サービス、障害福祉サービス等の生

活を支える支援を適切に受けられるよう、地域で支え合う仕組みが必要となります。 

 

②今後３年間の取り組み（令和３年度～令和５年度） 

【目的】 

誰もが住み慣れた地域で、地域の人々と支え合いながら、尊厳を持って、その人らし

い生活を継続できることを目指します。 

【目標】 

権利や財産の保護を必要とする人が、成年後見制度をその人らしい生活を守るための

制度として利用できる権利擁護支援の地域ネットワークを構築します。 
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【ネットワークの役割】 

○権利擁護支援の必要な人の発見、支援 

○早期の段階からの相談、対応体制の整備 

○意思決定支援、身上監護を重視した、成年後見制度利用の運用に資する支援体制の構

築 

 

③具体的な施策等の方針 

【中核機関の整備、運営】 

中核機関を伊方町保健福祉課または社会福祉協議会に設置し、名称を「伊方町成年後

見支援センター」とします。 

「伊方町成年後見支援センター」には、「司令塔機能」、「事務局機能」、「進行管理機

能」の役割があり、専門職による専門的助言等の確保や、「伊方町高齢者及び障がい者

権利擁護ネットワーク協議会（仮）」の事務局など、地域連携ネットワークの運営・調

整を担います。 

■ 地域連携ネットワークのイメージ 

 
出典：厚生労働省「成年後見制度利用促進基本計画について（３枚版概要）」 
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【権利擁護支援の地域連携ネットワーク及び中核機関の機能と具体的な取り組み】 

ア 広報機能 

周りの人の気づきを向上させて、成年後見制度の利用が必要な人の早期発見につなげ

るために、判断能力の低下に伴って発生する問題や成年後見制度のメリット等を周知し

ます。 

なお、実施に当たっては、当事者やその家族を対象にした制度概要、相談窓口等の周

知とともに、一般町民向け広報の充実を図ります。 

【具体的に取り組む事項】 

○ホームページ作成・広報紙への掲載 

○町施設や社会福祉法人等へのポスターの掲示 

○町民向け講演会、関係者向け研修会の実施 

○チラシの作成、関係機関への配布 

○広報内容・手段の随時見直し、改善 

 

イ 相談機能 

相談しやすい環境を整備するために、成年後見制度に関する相談窓口を設置し、制度

利用等に関する助言をする等の対応を図ります。 

なお、実施に当たっては、相談者が抱えている課題やその背景を的確に把握しながら

対応するとともに、対応する職員の資質向上、関係機関や専門職との連携の確立、制度

利用につなげるための断続的、効果的な相談支援を図ります。 

【具体的に取り組む事項】 

○常設の一般相談窓口 

 

ウ 成年後見制度利用促進機能 

成年後見制度の利用が適当であると判断された案件について、ケース会議の場を設

定・調整します。町職員、相談支援機関職員、その他関係機関が参加するほか、専門職

団体に専門職の派遣を依頼し、法的、福祉的に複雑な案件に対応する環境を整えます。 

【具体的に取り組む事項】 

○成年後見人等候補者の調整を行うケース会議の開催 

 

エ 後見人支援機能 

十分な研修や組織的な支援を受けることができない親族後見人等が一人で悩みや問題

を抱えないようにするために、日常的な相談に対応するとともに、本人の判断能力に変

化があった場合など、適切な支援を継続できるように、支援チームからの相談にも対応

します。 

なお、実施に当たっては、親族後見人等からの日常的な相談にも対応するほか、後見

人支援のために専門的知見が必要であると判断された場合の専門家の参加依頼、家庭裁

判所との連絡調整を図ります。 

【具体的に取り組む事項】 

○常設の一般相談窓口 

○本人の能力や生活環境、支援関係者との関係性の変化を把握し、権限の妥当性や

後見人の追加・交代を検討する必要がある場合、ケース会議を開催する。 
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オ 不正防止 

親族や後見人等の理解不足、知識不足による不正や意図的な不正行為の予防、早期発

見につながるよう、後見人等と密な状況確認や情報提供、相談対応を行います。 

【具体的に取り組む事項】 

○地域連携ネットワークによる情報提供、現状把握 

○不正事例の情報収集、情報発信 

 

【チーム・協議会での具体化の方針】 

チームでは、既存の担当者会議等に後見人が加わり、日常的に本人を見守り、本人の

意思や状況を継続的に把握し、必要な対応を行います。 

「伊方町高齢者及び障がい者権利擁護ネットワーク協議会（仮）」では、後見等開始

の前後を問わず、「チーム」に対し法律・福祉の専門的助言等、必要な支援を行いま

す。 

 

④成年後見制度の利用に関する助成 

【高齢者（介護保険事業における地域支援事業）】 

○対象者：成年後見制度の利用が必要な 65 歳以上の高齢者 

○助成対象経費：町長申立による成年後見制度の申し立てに要する経費 

低所得者が負担する後見人等への報酬の全部又は一部 

 

【障がい者（地域生活支援事業補助金）】 

○対象者：成年後見制度の利用が必要な知的障がい者、精神障がい者 

○助成対象経費：町長申立による成年後見制度の申し立てに要する経費 

低所得者が負担する後見人等への報酬の全部又は一部 

 

⑤計画の評価、見直し 

介護保険事業計画・高齢者福祉計画、障がい者計画の見直しと合わせ、３年ごとに

「伊方町高齢者及び障がい者権利擁護ネットワーク協議会（仮）」等の意見を聴き、計

画の評価を行い、計画を見直すものとします。 
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第６章 地域支援事業の推進 

１ 地域支援事業費・事業量の見込み 
地域支援事業は、大きく３分類され、介護保険料の一部によって運営されます。 

 

①介護予防・日常生活支援総合事業…高齢者の介護予防のため、地域の実情に応じた

訪問や通所等による多様なサービス提供を通じて、軽度の高齢者

の多様な生活支援や社会参加のニーズに対応する事業です。 

②包括的支援事業…地域で暮らす高齢者への介護予防マネジメント、高齢者やその家

族への相談や支援、権利擁護、ケアマネジャーへの支援等、幅の

広い支援を行うものです。 

③任 意 事 業…①②以外で、要介護状態等となった場合においても、可能な限

り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援

を行うものです。 

なお、本町においては、家族介護支援事業等が該当となります。

（P49参照） 

 

各事業の実施に当たっては、介護予防や保健福祉、介護保険サービスなど、関連する各

種事業・サービスの実績データを整理・分析し、地域の高齢者の支援に活用していきま

す。 

実施に当たっては、感染症対策には十分に配慮して取り組むものとします。 

■ 地域支援事業の費用 

（単位：円） 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

 地域支援事業 計 66,544,953 65,764,849 64,519,343 

 介護予防・日常生活支援総合事業 42,177,109 41,891,694 40,983,742 

 

包括的支援事業（地域包括支援セン

ターの運営）及び任意事業費 
20,335,441 19,922,613 19,640,919 

 包括的支援事業（社会保障充実分） 4,032,403 3,950,542 3,894,682 
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２ 介護予防・日常生活支援総合事業 

（１）介護予防・生活支援サービスの充実 

高齢者へ介護予防や生活支援サービスの提供に向けて、町内外の事業者・ＮＰＯ法人、

ボランティア団体等による生活支援・介護予防サービスの開発にも取り組むものとし、多

様な主体によるサービスの実施・充実に努めます。 

①訪問型サービス 

【内 容】 

訪問型サービスは、従来の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスで

構成されます。多様なサービスでは、主に雇用労働者が行う緩和した基準によるサービ

スと、住民主体による支援、保健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援

を想定しています。 

■ 訪問型サービスの類型 

基準 従来の訪問介護相当 多様なサービス 

サービス 

種別 

①訪問介護 ②訪問型サービス

Ａ 

（緩和した基準に

よるサービス） 

③訪問型サービ

スＢ 

（住民主体によ

る支援） 

④訪問型サービ

スＣ 

（短期集中予防

サービス） 

⑤訪問型サー

ビスＤ 

（移動支援） 

サービス 

内容 

訪問介護員による身体介

護、生活援助  

生活援助等 住民主体の自主

活動として行う

生活援助等 

保健師等による

居宅での相談指

導等 

移送前後の生

活支援 

対象者と 

サービス

提供の 

考え方 

○すでにサービスを利用

しているケースで、サ

ービスの利用の継続が

必要なケース 

○以下のような訪問介護

員によるサービスが必

要なケース 

（例） 

・認知機能の低下により

日常生活に支障がある

症状・行動を伴う者 

・退院直後で状態が変化

しやすく、専門的サー

ビスが特に必要な者 等 

※状態等を踏まえなが

ら、多様なサービスの

利用を促進していくこ

とが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体

による支援等「多様なサービス」の

利用を促進 

・体力の改善に

向けた支援が必

要なケース 

・ADL・IADL の

改善に向けた支

援が必要なケー

ス 

※3～6 か月の短

期間で行う 

訪問型サービ

スＢに準じる 

実施方法 事業者指定  事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 

 

人員等を緩和した

基準 

個人情報の保護

等の最低限の基

準 

内容に応じた 

独自の基準 

サービス 

提供者 

（例） 

訪問介護員（訪問介護事

業者） 

主に雇用労働者 ボランティア主

体 

保健・医療の専

門職（市町村） 
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【今後の方針】 

実施にあたっては、対象者の要支援状態や生活機能を正確に把握し、対象者の自立し

た生活の確立に向けた支援を行います。 

また、現時点では、従来の訪問介護相当「①訪問介護」のみの実施で、「多様なサー

ビス」については、現在実施体制が整備されていないため、サービス提供者の確保に努

めるとともに、現在提供している事業者の人材確保や運営体制維持に向けた支援に努め

ます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問型サービス 84 人 84 人 82 人 

 

②通所型サービス 

【内 容】 

通所型サービスは、従来の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスで

構成されます。多様なサービスでは、主に雇用労働者が行う緩和した基準によるサービ

スと、住民主体による支援、保健・医療の専門職が短期集中で行うサービスを想定して

います。 

■ 通所型サービスの類型 

基準 従来の通所介護相当 多様なサービス 

サービス 

種別 

①通所介護 ②通所型サービスＡ 

（緩和した基準によ

るサービス） 

③通所型サービスＢ 

（住民主体による支

援） 

④通所型サービスＣ 

（短期集中予防サー

ビス） 

サービス 

内容 

通所介護と同様のサービス 

生活機能の向上のための機能訓

練 

ミニデイサービス 

運動・レクリエーシ

ョン 等 

体操、運動等の活動

など、自主的な通い

の場 

生活機能を改善する

ための運動器の機能

向上や栄養改善等の

プログラム 

対象者と 

サービス

提供の 

考え方 

○すでにサービスを利用してお

り、サービスの利用の継続が

必要なケース 

○「多様なサービス」の利用が

難しいケース 

○集中的に生活機能の向上のト

レーニングを行うことで改

善・維持が見込まれるケース 

※状態等を踏まえながら、多様

なサービスの利用を促進して

いくことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体によ

る支援等「多様なサービス」の利用を

促進 

・ADL や IADL の改

善に向けた支援が

必要なケース 等 

※3～6 か月の短期

間で実施 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基

準 

個人情報の保護等の

最低限の基準 

内容に応じた独自の

基準 

サービス 

提供者 

（例） 

通所介護事業者の従事者 

 

主に雇用労働者 

＋ボランティア 

 

ボランティア主体 

 

保健・医療の専門職 

（市町村） 
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【今後の方針】 

本計画期間中は、町内５か所のデイサービスセンターにおいて従来の通所介護相当

「①通所介護」のみ実施します。実施にあたっては、対象者の要支援状態や身体機能、

閉じこもり状況等を正確に把握し、社会的孤立感の解消、自立生活の促進、要介護状態

への進行抑制に向けた支援を行います。 

また、「多様なサービス」については、現在実施体制が整備されていないため、サー

ビス提供者の確保に努めるとともに、現在提供している事業者の人材確保や運営体制維

持に向けた支援に努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

通所型サービス 97 人 96 人 94 人 

 

③生活支援サービス 

【内 容】 

高齢者のニーズに合った多様なサービスごとに、住民やＮＰＯ法人、民間企業等多様

な主体によるサービス提供を行うものです。 

【今後の方針】 

地域の高齢者の生活状況やニーズ等を把握し、それぞれの状況に応じたサービスの検

討・実施体制の確立に努めます。 

 

④介護予防ケアマネジメント 

【内 容】 

包括支援センターが中心となり、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活でき

るように、高齢者それぞれの心身の状況や生活環境、生活機能低下が生じた原因等に応

じた総合的かつ効果的な支援計画を作成します。また、アセスメントした結果を基に、

課題を整理し、本人、家族の意向も汲み取りながら利用者の主体性を引き出すととも

に、自立支援に向けた必要なサービスの効果的な利用調整やサービス終了後の目標の達

成状況の評価を行い、必要に応じて計画の見直しを行うものです。 

【今後の方針】 

高齢者の自立保持のための身体的・精神的・社会的機能の維持向上を目指し、地域包

括支援センター等が実施前・後の評価（アセスメント）、介護予防ケアプランの作成、

事業評価を行います。 
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（２）一般介護予防事業の実施 

①介護予防把握事業 

【内 容】 

介護予防把握事業は、65 歳以上の高齢者を対象に、基本チェックリストによる調査

や地域での保健福祉活動、関係機関からの連絡を基に心身の状況や生活環境等を把握

し、介護予防・生活支援サービスの対象者を把握するものです。 

【今後の方針】 

高齢者の集いの場や総合相談の場等において、基本チェックリストによる調査を行

い、その結果を基に、地域包括支援センターにおいて関係機関と協議し、介護予防・生

活支援サービスを決定します。 

また、高齢者だけでなく、より多くの住民に自身の介護予防の必要性を認識していた

だくために、町広報やパンフレット等に基本チェックリストを掲載し、自己診断してい

ただく方法や効果、課題について検討します。 

 

②介護予防普及啓発事業 

【内 容】 

介護予防普及啓発事業は、高齢者やその家族を対象に、介護予防に向けたパンフレッ

トの配布や講演会の実施等により基本的な知識の普及・啓発を行うものです。 

【今後の方針】 

高齢者やその家族が介護予防への関心を高めていけるように、年度ごとに実施してい

る事業を再検討し、魅力があり効果的な事業として取り組んでいきます。 

また、一時的な活動ではなく継続的な健康づくりや介護予防に取り組んでいただける

よう、目標設定や取り組みの評価など、仕組みづくりを検討します。 

さらに、各地で開催されているサロン活動との連携や、広報紙等による介護予防に関

する情報の提供に努めます。 

■ 計画期間の目標値 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ふれあい広場 

・介護予防教室等 

参加者数 390 人 400 人 410 人 

実施回数 35 回 35 回 35 回 

ふれあいサロン支

援 

参加者数 80 人 90 人 100 人 

実施回数 8 回 9 回 10 回 

※65 歳以上のみ 
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③地域介護予防活動支援事業 

【内 容】 

地域介護予防活動支援事業は、地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援を

行うものです。 

【今後の方針】 

各地域の住民に対して、ボランティア活動への参加促進や自主的な活動グループの設

立を支援します。 

また、高齢者グループやボランティア団体等に、介護予防活動に必要な知識や情報の

提供等を図ります。なお、活動の際には、学びの場としてだけではなく、得た知識を日

常的に生かしていただくよう促します。併せて、ボランティア団体やサロン活動への支

援を図ります。 

現在、生活支援体制整備事業の取り組みから支え合いグループの設立に向けて調整を

進めており、さらに、多くの住民が各活動に参加できるよう、支援体制や情報提供、参

加者へのインセンティブ等を検討します。 

 

④一般介護予防事業評価事業 

【内 容】 

一般介護予防事業評価事業は、一般介護予防事業について、要介護認定状況や事業の

進め方、効果等を測定・評価するものです。 

【今後の方針】 

実施した事業について、地域の特性や課題について検討して目標を設定し、事業の実

施にあたっての手順・過程や事業目標の達成状況等を評価します。また、評価結果を基

に、一般介護予防事業の改善に生かします。 

 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

【内 容】 

リハビリテーション専門職等が、地域包括支援センターと連携しながら、通所、訪

問、地域ケア会議、住民運営の通いの場等に関与し、要介護状態等となることの予防な

ど、効果的、かつ効率的な介護予防を推進するものです。 

【今後の方針】 

生活支援コーディネーター向けの研修や地域ケア会議などで、リハビリテーション専

門職が定期的にかかわり、自立を支援する安全で効果的な「住民参加型プログラム」

や、「個々の身体状況にあった運動方法」の指導を行うなど、介護予防が地域に根付い

た活動として行われるように、助言・指導等に努めます。また、町内各事業所において

も、介護予防に対する要望もあることから、リハビリテーション専門職等との連携によ

り、職員のスキルアップに努めるとともに各活動が住民主体で行われるよう活動支援や

意識啓発を行います。 
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３ 包括的支援事業 
地域支援の総合相談、介護予防ケアマネジメント、包括的・継続的マネジメントなどの

包括的支援事業は、地域包括支援センターが主体になって実施するものです。 

また、住民に身近なところで相談を受け付け、地域包括支援センターにつなぐ窓口とし

て町内２事業所に協力してもらい、各地域との密接なつながりを深めながら事業を推進し

ます。 

 

（１）総合相談支援事業／権利擁護事業 

【内 容】 

保健師、社会福祉士等が中心となり、地域の高齢者が安心して生活を続けられるよ

う、情報収集や相談等により必要な支援を把握し、地域における適切なサービスや各種

機関からの支援、制度・事業等の利用につなげるための支援等を行うものです。 

【今後の方針】 

高齢者やその家族を対象に、介護保険サービスにとどまらない様々な形での支援を可

能とするために、地域における様々な関係者とのネットワークの構築やネットワークを

通じた高齢者の心身の状況、家庭環境等についての実態把握、サービスに関する情報提

供等の初期相談対応と継続的・専門的な相談支援を行います。 

また、権利擁護の観点から必要性が認められる場合は、成年後見制度の活用など、そ

れぞれの状況に即した対応を行います。 

さらに、今後、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯の増加により、困りごとを抱え

ていながら誰にも相談できずに問題を増幅させるケースが増える可能性があります。 

そのため、地域住民や民生委員・児童委員等の協力により、困りごとを抱えている高

齢者の情報を把握するとともに、状況を把握したときは、どのような支援ニーズがある

のかを的確に把握し、効果的な支援につなげます。 

 

（２）包括的・継続的マネジメント 

【内 容】 

主任ケアマネジャー等が中心となり、地域で活動する医療機関やケアマネジャーとの

協働や地域の関係機関との連携により、包括的・継続的なケアマネジメントを実現する

ための後方支援を行うものです。 

【今後の方針】 

地域包括支援センターにおいて、地域のケアマネジャー等に対する日常的な個別指

導・相談や地域のケアマネジャーが抱える支援困難事例への指導・助言、医療機関を含

む関係施設やボランティア等様々な地域における社会資源との連携・協力体制の整備な

ど、包括的・継続的なケア体制の構築等を行います。また、定期的な会議だけではな

く、日常的な支援を行える体制や人材の確保育成を図ります。 

さらに、これまでの対応・支援の実績を整理・検討し、担当職員のスキルアップを図

り、業務の質の向上に努めます。 
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４ 任意事業 
介護予防事業、包括的支援事業以外で、要介護状態等となった場合においても、可能な

限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援を行うものです。 

 

（１）家族介護支援事業 

①家族介護教室 

【内 容】 

高齢者を介護している家族を対象に、介護予防や介護方法等についての知識・技術の

習得や向上を促進するために、高齢者介護の講習会を開催するものです。 

【今後の方針】 

教室の開催が基本ですが、身近な地域における、知識取得や悩みを共有する仲間の集

いの場として、地域の実情に応じて柔軟に対応します。 

なお、介護者が悩みごとを抱え込まず心身の負担軽減につながる事業であり、情報交

換や仲間づくりの場として、広報紙やパンフレット等において広く広報し、これまで参

加経験のない介護者の参加促進を図ります。 

 

②介護用品支給事業 

【内 容】 

高齢者を介護している家族に対して介護に必要な用品（紙おむつなど）を支給し、介

護している家族の経済的負担の軽減を行うものです。要介護３以上の認定を受けている

非課税世帯を対象としています。 

【今後の方針】 

基本的には現在の事業を継続的に実施します。また、制度の周知と関係者の情報共有

を行い、家族介護者の経済的負担の軽減に努め、公平に活用されるよう努めます。 

さらに、課税状況等で非該当となった方に対して、社会福祉協議会が実施している助

成制度を紹介するなど、他の制度との調整を図ります。 

 

③寝たきり老人等介護手当支給事業 

【内 容】 

寝たきりの高齢者を居宅において６か月以上継続して介護している家族（双方とも町

内に居住している）を対象に、介護手当の支給を行うもので、介護保険サービスを利用

されていないことが要件となります。 

【今後の方針】 

これまでの実施内容を継続し、家族介護者の経済的負担の軽減に努めます。また、新

たな要介護認定者とその家族に対して、制度の内容を説明し、手当が公平に支給される

よう努めます。 
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（２）介護給付等費用適正化事業 

【内 容】 

介護給付・予防給付について、不要なサービスが提供されていないかの検証、介護保

険制度の情報提供などにより、利用者に適切なサービスを提供できる環境の整備を図る

とともに、介護給付等に要する費用の適正化のための事業を実施する。 

【今後の方針】 

基本的には、愛媛県介護給付適正化計画に準じて、現在の事業を継続的に実施するも

のとします。なお、今後の実施状況によっては、適正な事業の推進に向けて随時内容の

見直しを行います。 

■ 計画期間の目標値 

事業分類 実施概要 

要介護認定の適正化 

（認定調査状況チェック） 

すべての認定調査票の職員間の確認を行うほか、誤った定義に基

づいて認定調査が行われていないか、事後点検を行う。 

また、認定調査基準の平準化のための研修会等を実施し適正化に

努める。 

ケアプランの点検 利用者の自立支援に資するケアプラン等、ケアプランの質の向上

を目指し、点検において明確になった問題点や課題を共有するなど

の取り組みにより効果的な実施を目指す。 

住宅改修等の点検 改修工事を行おうとする受給者宅の実施確認や工事見積書の点

検、竣工時の訪問調査等を行って施工状況を点検することにより、

受給者の状態にそぐわない不適切または不要な住宅改修を排除す

る。 

医療情報との突合・ 

縦覧点検 

受給者の後期高齢者医療や国民健康保険の入院情報と介護保険の

給付情報を突合し、給付日数や提供されたサービスの整合性の点検

を行い、医療と介護の重複請求の排除等を図る。 

介護給付費通知の送付 受給者に対して介護給付費通知を前期・後期の２回送付すること

により、受給者や事業者に対して適切なサービスの利用と提供を普

及啓発するとともに、サービスの内容を改めて確認し、適正な請求

に向けた抑制効果をあげる。 
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（３）介護相談員派遣事業 

【内 容】 

介護相談員が介護サービス利用者の声を聞き、利用者と事業者の橋渡しをしていくこ

とにより介護サービスの質の向上を支援するものです。 

【今後の方針】 

介護相談員を対象に、定期的な連絡会を開催し、情報の交換・共有を図るとともに、

県等が主催する研修会に参加させることで、相談員としての資質の向上に努めます。ま

た、適正な事業の推進に向けて事業内容の検証や見直しを図ります。 

 

（４）福祉用具・住宅改修支援事業 

【内 容】 

福祉用具・住宅改修に関する相談・情報提供の実施、福祉用具・住宅改修に関する助

言、福祉用具・住宅改修費の申請に係る必要な理由がわかる書類の作成を行うことで、

地域における自立した日常生活の支援を目指すものです。 

【今後の方針】 

基本的には現在の事業を継続的に実施するものとします。なお、今後の実施状況によ

っては、適正な事業の推進に向けて随時内容の見直しを行います。 

 

（５）成年後見制度利用支援事業 

【内 容】 

認知症や知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分ではない人の預貯金の管

理など（財産管理）や日常生活での様々な契約など（身上監護）を支援するものです。 

【今後の方針】 

「成年後見制度利用促進基本計画」に基づき、成年後見制度を必要とする高齢者の利

用促進に努めます。 

また、制度の普及と理解向上に向けて、広報紙やパンフレット等を活用し、普及啓発

を図ります。 
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第７章 介護保険事業サービスの整備 

１ サービス量の推計方法 
第８期介護保険事業計画の計画年度である令和３年度から令和５年度までの各サービス

量については、計画年度における推計高齢者人口や第７期計画期間である平成 30 年度か

ら令和２年度上半期の介護保険サービス利用状況を基に、計画期間における各年度の要介

護認定者数と要介護度別の利用率、１人当たりの利用回数等を推計して必要量を求めたも

のです。 

 

 

※ 「施設」、「居宅」とも、介護サービス、介護予防サービス、地域密着型サービスを含

みます。 

 

 

 

サービス利用者数 

被保険者数 

要介護認定者数 

施設供給量・ 
居住系サービス供給量 

サービス別 
利用者数・利用量 

サービス供給量 サービス利用者数 

サービス量見込みと保険料算出の流れ 

施設 

介護保険料 

サービス費用単価 

総給付費 

居宅 
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２ 介護・介護予防サービスの充実 
以下に介護・介護予防サービスの実績及び計画値を設定します。 

サービスの体系は、下図のとおりです。 

 
なお、介護保険サービス見込みの基本的な方向性は以下のとおりとします。 

①これまで通り、居宅サービスを中心としたサービス提供を推進します。 

②地域密着型サービスとして伊方地域にグループホーム１施設（定員 18 名）の開設希

望があるため、令和５年度の開設を想定します。 

③短期入所生活介護（ショートステイ）のうち５床分を、令和３年度から介護老人福祉

施設（特別養護老人ホーム）に転換し、当年度から入所するものとします。 

④介護老人保健施設と介護医療院は、令和２年８月の入所者数がそのまま推移するもの

とします。 

⑤居宅サービスは、令和２年度上半期の利用動向が今後も続くものとします。なお、訪

問系サービス、通所系サービス、ショートステイにおいて、令和元年度から令和２年

度にかけて利用率が低下したサービスについては、２か年の平均値をとり、利用率を

見込みます。 

⑥給付費は、令和元年度の実績を基本に、全国的な単価の動向に合わせて、調整を行っ

て算出しています。 

⑦令和３年度の介護報酬改定率は、0.70％上昇（うち、新型コロナウイルス感染症に対

応するための特例的な評価が＋0.05％（令和３年９月末までの間））となります。 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

介護サービス 介護予防サービス 

訪問介護 

訪問入浴介護 

訪問看護 

訪問リハビリテーション 

居宅療養管理指導 

通所介護 

通所リハビリテーション 

短期入所生活介護 

短期入所療養介護 

福祉用具貸与 

特定福祉用具販売 

住宅改修 

特定施設入居者生活介護 

居宅介護支援 

介護予防訪問入浴介護 

介護予防訪問看護 

介護予防訪問リハビリテーション 

介護予防居宅療養管理指導 

介護予防通所リハビリテーション 

介護予防短期入所生活介護 

介護予防短期入所療養介護 

介護予防福祉用具貸与 

特定介護予防福祉用具販売 

介護予防住宅改修 

介護予防特定施設入居者生活介護 

介護予防支援 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

夜間対応型訪問介護 

認知症対応型通所介護 

小規模多機能型居宅介護 

認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

地域密着型通所介護 

介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

介護医療院 
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（１）居宅サービス 

①訪問介護 

【内 容】 

訪問介護は、ホームヘルパーが要介護者の居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の介

護や、その他日常生活上の援助を行うサービスです。 

【現 状】 

訪問介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて、利用者数、利用回数、

給付費がともに増加しています。令和２年度については、認定者数は増加しているもの

の、一人当たりの利用回数が減少し、給付費も減少することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

訪問介護については、施設入所者の増加、要介護認定者の減少により、利用者数は減

少するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

訪問介護   

 給付費 

（千円/年） 
49,267 54,902 46,720 45,807 45,260 41,893 41,020 24,996 

利用回数 

（回/月） 
1,584.6 1,735.2 1,552.8 1,505.9 1,487.5 1,374.3 1,346.1 815.9 

利用者数 

（人/月） 
87 94 97 97 96 90 88 56 
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②訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

【内 容】 

訪問入浴介護は、居宅での入浴が困難な要介護者の居宅を巡回入浴車などで訪問し、

入浴の介護を行うサービスです。 

介護予防訪問入浴介護は、要支援者の居宅を訪問し、介護予防を目的として行うサー

ビスです。 

【現 状】 

訪問入浴介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて、利用者数、利用回

数、給付費がともに減少しています。令和２年度については、新型コロナウイルス感染

症流行の影響により、利用者数は減少するとみられます。 

介護予防訪問入浴介護については、令和元年度に１か月間だけ利用がみられました

が、その後の利用はみられません。 

【サービスの見込み】 

訪問入浴介護については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用抑制は緩

和されるものの、施設入所者の増加、要介護認定者の減少により、利用者数は減少する

ものとします。 

介護予防訪問入浴介護については、１か月を除いて利用がみられなかったため、計画

期間内での利用は見込まないものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

訪問入浴介護   

 給付費 

（千円/年） 
10,779 10,360 7,859 9,619 9,624 9,357 9,357 6,047 

利用回数 

（回/月） 
74.3 70.4 52.4 63.7 63.7 61.9 61.9 40.0 

利用者数 

（人/月） 
18 17 13 15 15 14 14 9 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防訪問入浴介護   

 給付費 

（千円/年） 
0 17 0 0 0 0 0 0 

利用回数 

（回/月） 
0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

利用者数 

（人/月） 
0 0.08 0 0 0 0 0 0 
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③訪問看護・介護予防訪問看護 

【内 容】 

訪問看護は、医師の判断に基づき、看護師などが要介護者の居宅を訪問し、療養上の

指導と診療の補助を行うサービスです。 

介護予防訪問看護は、要支援者の居宅において、介護予防を目的として行うサービス

です。 

【現 状】 

訪問看護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者が１人増加し、そ

れに伴い利用回数、給付費も増加しています。令和２年度については、さらに利用者

数、利用回数、給付費が増加することが見込まれます。 

介護予防訪問看護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者数は３人

で変化がないものの、利用回数と給付費は減少しています。令和２年度については、利

用者数が増加し、それに伴い利用回数、給付費も増加することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

訪問看護については、施設入所者の増加、要介護認定者の減少により、利用者数は減

少するものとします。 

介護予防訪問看護については、要支援認定者数の推移を基に、利用者数、利用回数は

同数で推移するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

訪問看護   

 給付費 

（千円/年） 
11,615 11,312 15,438 13,967 13,626 13,068 12,509 7,347 

利用回数 

（回/月） 
160.5 166.2 244.6 222.0 217.3 209.7 202.1 119.8 

利用者数 

（人/月） 
25 26 28 27 26 25 24 14 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防訪問看護   

 給付費 

（千円/年） 
740 669 1,359 1,100 1,100 1,100 1,100 660 

利用回数 

（回/月） 
13.4 11.6 23.0 18.5 18.5 18.5 18.5 11.1 

利用者数 

（人/月） 
3 3 5 5 5 5 5 3 
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④訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

【内 容】 

訪問リハビリテーションは、医師の指示に基づき、理学療法士・作業療法士が要介護

者の居宅を訪問し、心身機能の維持回復を目的としたリハビリテーションを行うサービ

スです。 

介護予防訪問リハビリテーションは、要支援者の居宅において、介護予防を目的とし

て行うサービスです。 

【現 状】 

訪問リハビリテーションについては、平成 30 年度から令和元年度にかけて、利用者

数、利用回数、給付費がともに増加しています。令和２年度についてもこの傾向が続

き、さらに利用者数、利用回数、給付費が増加することが見込まれます。 

介護予防訪問リハビリテーションについては、令和元年度に１か月間だけ利用がみら

れましたが、その後の利用はみられません。 

【サービスの見込み】 

訪問リハビリテーションについては、要介護認定者の減少により、利用者数は減少す

るものとします。 

介護予防訪問リハビリテーションについては、１か月を除いて利用がみられなかった

ため、計画期間内での利用は見込まないものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

訪問リハビリテーション   

 給付費 

（千円/年） 
2,466 3,032 4,021 4,196 4,198 3,523 3,523 2,141 

利用回数 

（回/月） 
75.3 90.7 117.1 122.3 122.3 103.5 103.5 63.8 

利用者数 

（人/月） 
5 6 8 9 9 7 7 4 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防訪問リハビリテーション   

 給付費 

（千円/年） 
0 24 0 0 0 0 0 0 

利用回数 

（回/月） 
0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

利用者数 

（人/月） 
0 0.08 0 0 0 0 0 0 
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⑤居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

【内 容】 

居宅療養管理指導は、医師や歯科医師、薬剤師等が要介護者の居宅を訪問し、療養上

の管理や指導を行うサービスです。 

介護予防居宅療養管理指導は、要支援者が居宅において、介護予防を目的として行う

サービスです。 

【現 状】 

居宅療養管理指導については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者が減少

し、それに伴い給付費も減少しています。令和２年度については、新型コロナウイルス

感染症流行の影響により、利用者数は減少するとみられます。 

介護予防居宅療養管理指導については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者

が減少したものの、令和２年度には増加することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

居宅療養管理指導については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用抑制

は緩和されるものの、要介護認定者の減少により、利用者数は減少するものとします。 

介護予防居宅療養管理指導については、要支援認定者数の推移を基に、利用者数、利

用回数は同数で推移するものとします。 

 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

居宅療養管理指導   

 給付費 

（千円/年） 
5,861 4,960 3,633 3,974 3,915 3,543 3,482 2,197 

利用者数 

（人/月） 
59 50 43 46 45 41 40 25 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防居宅療養管理指導   

 給付費 

（千円/年） 
707 567 862 792 793 793 793 520 

利用者数 

（人/月） 
10 9 13 12 12 12 12 8 
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⑥通所介護 

【内 容】 

通所介護は、要介護者が介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）やデイサービスセ

ンターなどに通って、入浴、排せつ等の介護や食事、その他日常生活上の援助、機能訓

練などを受けるサービスです。 

【現 状】 

通所介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて、利用者数、利用回数、

給付費がともに増加しています。この傾向は令和２年度も続き、利用者数、利用回数、

給付費は増加することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

通所介護については、施設入所者の増加、要介護認定者の減少により、利用者数は減

少するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

通所介護   

 給付費 

（千円/年） 
107,422 114,471 117,372 112,771 111,872 104,058 101,134 63,003 

利用回数 

（回/月） 
1,281.9 1,326.8 1,343.8 1,270.7 1,259.9 1,175.2 1,140.2 718.1 

利用者数 

（人/月） 
151 154 158 152 151 141 137 87 
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⑦通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

【内 容】 

通所リハビリテーションは、要介護者が介護老人保健施設や医療機関などに通って、

心身機能の維持回復のためのリハビリテーションを受けるサービスです。 

介護予防通所リハビリテーションは、要支援者が介護老人保健施設や医療機関などに

通って、介護予防を目的として受けるサービスです。 

【現 状】 

通所リハビリテーションについては、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は

同数で推移しており、利用回数、給付費もほぼ同数となっています。令和２年度につい

ては、前半で新型コロナウイルス感染症流行の影響により、利用者数は減少したもの

の、夏から秋にかけて一時的に増加するなど、大きな変動がみられます。 

介護予防通所リハビリテーションについては、平成 30 年度から令和元年度にかけて

利用者は同数で推移しています。令和２年度については、１人減少して２人となってい

ます。 

【サービスの見込み】 

通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーションともに、新型コロナウイ

ルス感染症流行の影響による利用抑制は緩和されるものの、要介護認定者の減少によ

り、利用者数は減少するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

通所リハビリテーション   

 給付費 

（千円/年） 
14,841 14,863 16,943 12,396 12,403 11,463 10,851 7,119 

利用回数 

（回/月） 
154.8 154.4 147.7 128.8 128.8 119.5 112.7 74.6 

利用者数 

（人/月） 
20 20 26 17 17 16 15 10 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防通所リハビリテーション   

 給付費 

（千円/年） 
666 885 526 793 794 529 529 529 

利用者数 

（人/月） 
3 3 2 3 3 2 2 2 
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⑧短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

【内 容】 

短期入所生活介護は、要介護者が介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に短期間

入所して、入浴・排せつ・食事等の介護、その他日常生活上の世話や機能訓練を受ける

サービスです。 

介護予防短期入所生活介護は、要支援者が介護老人福祉施設などに短期間入所して、

介護予防を目的として受けるサービスです。 

【現 状】 

短期入所生活介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は１人減

少しているものの、一人当たりの利用日数が増え、給付費も増加しています。令和２年

度については、新型コロナウイルス感染症流行の影響により、利用者数は減少するとみ

られます。 

介護予防短期入所生活介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者

は１人増加し、利用日数、給付費も増加しています。令和２年度については、新型コロ

ナウイルス感染症流行の影響により、利用者数は減少するとみられます。 

 

【サービスの見込み】 

短期入所生活介護については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用抑制

は緩和されるものの、要介護認定者の減少により、利用者数は減少するものとします。 

介護予防短期入所生活介護については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による

利用抑制は緩和されて利用者数は回復するものとします。また、要支援認定者数の推移

を基に、利用者数、利用回数は同数で推移するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

短期入所生活介護   

 給付費 

（千円/年） 
26,110 29,192 29,785 25,355 25,369 23,252 23,252 14,742 

利用日数 

（日/月） 
299.7 328.1 302.9 262.4 262.4 241.5 241.5 153.2 

利用者数 

（人/月） 
31 30 22 23 23 21 21 13 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防短期入所生活介護   

 給付費 

（千円/年） 
1,109 1,528 1,060 1,938 1,939 1,939 1,939 970 

利用日数 

（日/月） 
18.5 24.5 17.7 32.0 32.0 32.0 32.0 16.0 

利用者数 

（人/月） 
3 4 3 4 4 4 4 2 
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⑨短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

【内 容】 

短期入所療養介護は、要介護者が介護老人保健施設や介護療養型医療施設に短期間入

所して、看護や医学的な管理の下での介護、機能訓練、その他必要な医療や日常生活上

の世話を受けるサービスです。 

介護予防短期入所療養介護は、要支援者が介護老人保健施設や介護療養型医療施設な

どに短期間入所して、介護予防を目的として受けるサービスです。 

【現 状】 

短期入所療養介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者、利用日

数、給付費ともに増加しています。令和２年度については、新型コロナウイルス感染症

流行の影響により、利用者数は減少するとみられます。 

介護予防短期入所療養介護については、平成 30 年度以降の利用はみられません。 

【サービスの見込み】 

短期入所療養介護については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用抑制

は緩和されるものの、要介護認定者数の推移を基に、利用者数、利用日数は同数で推移

するものとします。 

介護予防短期入所療養介護については、近年の利用実績がみられないことから、当面

の利用は見込まないものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

短期入所療養介護   

 給付費 

（千円/年） 
3,196 5,642 3,707 5,543 5,546 5,546 5,546 2,711 

利用日数 

（日/月） 
21.1 39.5 23.9 36.8 36.8 36.8 36.8 18.7 

利用者数 

（人/月） 
3 5 3 4 4 4 4 2 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防短期入所療養介護   

 給付費 

（千円/年） 
0 0 0 0 0 0 0 0 

利用日数 

（日/月） 
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

利用者数 

（人/月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 
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⑩福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

【内 容】 

福祉用具貸与は、要介護者が日常生活を送る上で必要とする「車イス」や「特殊ベッ

ド」などの用具を貸与するサービスです。 

介護予防福祉用具貸与は、要支援者が福祉用具のうち、介護予防の補助となる用具を

貸与するサービスです。 

【現 状】 

福祉用具貸与については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者、給付費が増

加しています。令和２年度についても、この傾向が続き、利用者数、給付費は増加する

ことが見込まれます。 

介護予防福祉用具貸与については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者、給

付費が増加しています。令和２年度については、新型コロナウイルス感染症流行の影響

により、利用者数は減少するとみられます。 

【サービスの見込み】 

福祉用具貸与については、要介護認定者の減少により、利用者数は減少するものとし

ます。 

介護予防福祉用具貸与については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用

抑制は緩和されるものの、要支援認定者の減少により、利用者数は減少するものとしま

す。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

福祉用具貸与   

 給付費 

（千円/年） 
21,760 22,035 22,465 21,323 21,337 19,510 19,196 11,611 

利用者数 

（人/月） 
161 170 184 174 173 160 156 97 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防福祉用具貸与   

 給付費 

（千円/年） 
5,010 5,328 4,760 5,201 5,114 5,026 4,808 3,366 

利用者数 

（人/月） 
109 123 109 119 117 115 110 77 
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⑪特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売 

【内 容】 

特定福祉用具販売は、「腰掛便座」、「特殊尿器」、「入浴補助用具」、「簡易浴槽」など

貸与になじまない排せつや入浴に使用する特定福祉用具の購入費の支給が受けられるサ

ービスです。 

特定介護予防福祉用具販売は、要支援者が福祉用具のうち、介護予防の補助となる用

具の購入費の支給が受けられるサービスです。 

【現 状】 

特定福祉用具販売については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は同数で

推移しており、令和２年度も同じ傾向が続くとみられます。なお、購入した用具のちが

いにより、給付費は年度によって差がみられます。 

特定介護予防福祉用具販売については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者

は１人増えましたが、令和２年度には１人減少し、平成 30 年度と同じ人数となってい

ます。 

【サービスの見込み】 

特定福祉用具販売については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用抑制

は緩和されるものの、近年の利用動向から毎年４人の利用を見込みます。 

特定介護予防福祉用具販売については、近年の利用動向から毎年２人の利用を見込み

ます。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

特定福祉用具販売   

 給付費 

（千円/年） 
1,112 1,223 1,267 1,267 1,267 1,267 1,267 247 

利用者数 

（人/月） 
4 4 4 4 4 4 4 1 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

特定介護予防福祉用具販売   

 給付費 

（千円/年） 
782 760 481 481 481 481 481 481 

利用者数 

（人/月） 
2 3 2 2 2 2 2 2 
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⑫住宅改修・介護予防住宅改修 

【内 容】 

住宅改修は、「手すりの取付け」、「段差の解消」、「滑りの防止及び移動の円滑化等の

ための床または通路面の材料の変更」、「引き戸等への扉の取替え」、「洋式便器等への便

器の取替え」、その他これらの工事に付帯して必要となる住宅改修を行った場合の費用

について支給が受けられるサービスです。 

介護予防住宅改修は、要支援者が住宅改修を行った場合の費用について支給が受けら

れるサービスです。 

【現 状】 

住宅改修については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は１人減少したも

のの、令和２年度については１人増加することが見込まれます。 

介護予防住宅改修については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は１人増

加したものの、令和２年度については、１人減少し、平成 30 年度と同じ３人となるも

のとみられます。 

【サービスの見込み】 

住宅改修については、近年の利用動向から毎年４人の利用を見込みます。 

介護予防住宅改修については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用抑制

は緩和され、令和４年度にかけて利用が回復し、令和３年度は３人、令和４年度と５年

度は４人になると見込みます。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

住宅改修   

 給付費 

（千円/年） 
3,285 2,622 3,391 3,391 3,391 3,391 3,391 1,874 

利用者数 

（人/月） 
4 3 4 4 4 4 4 2 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防住宅改修   

 給付費 

（千円/年） 
2,593 3,640 4,011 4,073 5,390 5,390 5,390 2,695 

利用者数 

（人/月） 
3 4 3 3 4 4 4 2 
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⑬特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

【内 容】 

特定施設入所者生活介護は、要介護者が有料老人ホームやケアハウス等の特定施設に

おいて、サービス計画に基づき入浴や排せつ、食事等の介護、その他日常生活上の世話

や機能訓練、療養上の世話を受けるサービスです。 

介護予防特定施設入所者生活介護は、要支援者が特定施設（介護専用型特定施設を除

く）において、介護予防を目的として受けるサービスです。 

【現 状】 

特定施設入居者生活介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は

減少しています。その傾向は続き、令和２年度にも減少することが見込まれます。 

介護予防特定施設入所者生活介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて

利用者数が減少しています。なお、令和２年度については、利用者数、給付費は増加す

ることが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入所者生活介護ともに、令和２年度の利

用者数が推移することを想定しますが。要介護認定者数の減少傾向により、令和５年度

の特定施設入居者生活介護は１人減少するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

特定施設入居者生活介護   

 給付費 

（千円/年） 
93,310 77,084 71,588 71,338 71,378 68,924 68,924 44,457 

利用者数 

（人/月） 
42 34 29 29 29 28 28 18 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防特定施設入居者生活介護   

 給付費 

（千円/年） 
6,839 5,663 6,957 7,000 7,004 7,004 7,004 4,425 

利用者数 

（人/月） 
7 6 8 8 8 8 8 5 
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⑭居宅介護支援・介護予防支援 

【内 容】 

居宅介護支援は、要介護者が居宅サービスや地域密着型サービス（施設サービスを除

く）を利用する際に、居宅サービス計画（ケアプラン）の作成やサービス提供事業者と

の連絡調整などの支援を受けるサービスです。 

介護予防支援は、要支援者が介護予防サービスや地域密着型介護予防サービスを利用

する際に、介護予防サービス計画（介護予防ケアプラン）の作成やサービス提供事業者

との連絡調整などの支援を受けるサービスで、包括的なケアマネジメントは地域包括支

援センターで行います。 

【現 状】 

居宅介護支援については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は減少したも

のの、令和２年度には増加することが見込まれます。 

介護予防支援については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は増加してい

ます。令和２年度については、新型コロナウイルス感染症流行の影響により、利用者数

は減少するとみられます。 

【サービスの見込み】 

居宅介護支援については、要介護認定者の減少により、利用者数は減少するものとし

ます。 

介護予防支援については、新型コロナウイルス感染症流行の影響による利用抑制は緩

和されるものの、利用者数は減少するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

居宅介護支援   

 給付費 

（千円/年） 
43,852 43,328 45,044 42,716 42,666 39,281 38,537 24,350 

利用者数 

（人/月） 
280 276 285 270 269 249 244 155 

   

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防支援   

 給付費 

（千円/年） 
6,221 6,786 6,126 6,537 6,381 6,328 6,115 4,201 

利用者数 

（人/月） 
116 129 116 123 120 119 115 79 
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（２）地域密着型サービス 

地域密着型サービスは認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の増加等を踏まえ、要介護の

高齢者が住み慣れた地域で生活し続けることを支援する観点から、原則として日常生活圏

域を含む市町村に住む被保険者（高齢者）のみが利用可能な介護サービスです。 

なお、本町においては日常生活圏域が３圏域設定されていますが、全住民が平等にサー

ビスを利用できるよう、事業所が設置される圏域と異なる圏域に居住している要介護認定

者の利用も可能となっています。 

①地域密着型通所介護 

【内 容】 

定員 18 人以下の小規模通所介護事業所において、生活指導、日常生活訓練、健康チ

ェック、食事、入浴、機能訓練、送迎等のサービスを提供します。 

【現 状】 

地域密着型通所介護については、平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者は１人

減りましたが、令和２年度には１人増加することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

地域密着型通所介護については、認定者数が増加する要介護５の利用が比較的多いた

め、令和２年度の見込みからさらに増えて、計画期間内は毎年６人で推移するものとし

ます。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

地域密着型通所介護   

 給付費 

（千円/年） 
3,065 2,096 3,273 7,142 7,146 7,146 7,146 5,148 

利用回数 

（回/月） 
43.0 30.4 42.0 77.2 77.2 77.2 77.2 54.7 

利用者数 

（人/月） 
4 3 4 6 6 6 6 4 
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②認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

【内 容】 

認知症対応型共同生活介護は、認知症の要介護者が共同生活を営む住居（グループホ

ーム）において、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日常生活上の援助や機能訓練を

受けるサービスです。 

介護予防認知症対応型共同生活介護は、認知症の要支援者が共同生活を営む住居にお

いて、介護予防を目的として入浴や食事の提供などの日常生活上の支援、機能訓練を受

けるサービスです。 

【現 状】 

認知症対応型共同生活介護については、平成 30 年度の 42 人から令和元年度には 45

人となり、定員通りの利用者数となっています。令和２年度も同様に続くことが見込ま

れます。 

介護予防認知症対応型共同生活介護については、平成 30 年度以降の利用実績はみら

れません。 

【サービスの見込み】 

認知症対応型共同生活介護については、令和４年度までは定員通りの 45 人、令和５

年度には伊方地域に１施設 18 人の施設新設を想定し、合わせて 63 人の利用を見込みま

す。 

介護予防認知症対応型共同生活介護については、近年の利用実績がみられないことか

ら、当面の利用は見込まないものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

認知症対応型共同生活介護（要介護１～５）   

 給付費 

（千円/年） 
119,099 129,341 134,566 136,652 136,728 191,493 191,493 191,493 

利用者数 

（人/月） 
42 45 45 45 45 63 63 63 

施
設
数

（上
段
） 

定
員

（
下
段
） 

伊方地域 
     1(新設) 1 1 

      18 18 18 

 
瀬戸地域 

2 2 2 2 2 2 2 2 

 27 27 27 27 27 27 27 27 

 
三崎地域 

1 1 1 1 1 1 1 1 

 18 18 18 18 18 18 18 18 

  

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護予防認知症対応型共同生活介護（要支援１、２）   

 給付費 

（千円/年） 
0 0 0 0 0 0 0 0 

利用者数 

（人/月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 
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③地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

【内 容】 

入所定員が 29 人以下の特別養護老人ホームに入所する要介護者に対し、サービス計

画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓

練、健康管理及び療養上の援助を受けるサービスです。 

【現 状】 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、平成 30 年度以降定員通り

の利用者数で推移しており、令和２年度も同数で推移することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、定員数と同数で推移するも

のとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護   

 給付費 

（千円/年） 
95,100 98,852 100,862 101,482 101,538 101,538 101,538 101,538 

利用者数 

（人/月） 
29 29 29 29 29 29 29 29 

施
設
数

（上
段
） 

定
員

（
下
段
） 

伊方地域 
        

         

 
瀬戸地域 

        

         

 
三崎地域 

1 1 1 1 1 1 1 1 

 29 29 29 29 29 29 29 29 

 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

【内 容】 

要支援・要介護認定を受けている在宅の高齢者を対象に、以下の①②のいずれかを提

供するものです。 

① 定期的な巡回または連絡を受けて利用者の居宅に訪問し、入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話を行うサービスです。 

ただし、療養上の世話または診療の補助については、主治医が必要と認めた利用

者にのみ適用します。 

② 定期的な巡回または連絡を受けて利用者の居宅を訪問し、訪問看護を提供する事

業者と連携して入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話を行うサー

ビスです。 

【サービスの見込み】 

今期はサービスの供給を見込まず、次期以降に検討を行うこととします。 
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⑤夜間対応型訪問介護 

【内 容】 

夜間対応型訪問介護は、要介護者に対し夜間定期的な巡回訪問により、または通報を

受け、ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活

上の援助を行うサービスです。 

【サービスの見込み】 

今期はサービスの供給を見込まず、次期以降に検討を行うこととします。 

 

⑥認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

【内 容】 

認知症対応型通所介護は、認知症の要介護者が介護老人福祉施設（特別養護老人ホー

ム）やデイサービスセンターなどに通い、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日常生

活上の援助、機能訓練などを受けるサービスです。 

介護予防認知症対応型通所介護は、認知症の要支援者が介護老人福祉施設やデイサー

ビスセンターに通い、介護予防を目的として受けるサービスです。 

【サービスの見込み】 

今期はサービスの供給を見込まず、次期以降に検討を行うこととします。 

 

⑦小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

【内 容】 

小規模多機能型居宅介護は、「通い」を中心として要介護者の様態や希望に応じて、

随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせて利用するサービスで、居宅やサービス拠点に

通い、若しくは短期間宿泊し、サービス拠点で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話や機能訓練を受けるサービスです。 

介護予防小規模多機能型居宅介護は、要支援者が居宅やサービス拠点に通い、若しく

は短期間宿泊し、介護予防を目的として、サービス拠点で入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の支援や機能訓練を受けるサービスです。 

【サービスの見込み】 

今期はサービスの供給を見込まず、次期以降に検討を行うこととします。 
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⑧地域密着型特定施設入居者生活介護 

【内 容】 

入居定員が 29 人以下の介護専用型特定施設（有料老人ホーム等）に入居している要

介護者に対し、サービス計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の援助や機能訓練及び療養上の世話を受けるサービスです。 

【サービスの見込み】 

今期はサービスの供給を見込まず、次期以降に検討を行うこととします。 

 

⑨看護小規模多機能型居宅介護 

【内 容】 

要支援・要介護認定を受けている在宅の高齢者を対象に、訪問看護と小規模多機能型

居宅介護を組み合わせ、一体型のサービスを提供するものです。 

【サービスの見込み】 

今期はサービスの供給を見込まず、次期以降に検討を行うこととします。 
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（３）施設サービス 

①介護老人福祉施設 

【内 容】 

介護老人福祉施設は、居宅で適切な介護を受けることが困難な要介護者が入所する施

設で、入浴・排せつ・食事等の介護、その他日常生活上の世話、機能訓練などを受けら

れます。 

【現 状】 

平成 30 年度から令和元年度にかけて利用者数は２人減少したものの、要介護５の利

用者が増加したことから、給付費は増加しています。令和２年度には利用者数、給付費

ともに増加することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

今後は、令和３年度に５床増床が予定されていることから、令和２年度の利用者数に

５人上乗せし、計画期間内は同数で推移するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）   

 給付費 

（千円/年） 
303,143 306,666 325,032 342,476 342,666 342,666 321,792 224,511 

利用者数 

（人/月） 
111 109 112 117 117 117 110 77 
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②介護老人保健施設 

【内 容】 

介護老人保健施設は、症状が安定した状態の要介護者が、在宅復帰を目的として入所

する施設で、看護、医学的な管理の下での介護、機能訓練、その他日常生活上の世話な

どを受けられます。 

【現 状】 

平成 30 年度から令和元年にかけて、利用者数は同数ですが、要介護３～５の利用者

数が増えており、給付費も増加しています。令和２年度は利用者数が増え、給付費も増

加することが見込まれます。 

【サービスの見込み】 

今後は、近隣地域において施設の拡充や増設は見込まず、利用者数は令和２年８月時

点の入所者数と同数で推移するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護老人保健施設（老人保健施設）   

 給付費 

（千円/年） 
179,341 184,473 194,661 198,462 198,572 198,572 198,572 198,572 

利用者数 

（人/月） 
56 56 59 60 60 60 60 60 
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③介護療養型医療施設 

【内 容】 

介護療養型医療施設は、長期間にわたる療養が必要な要介護者が、介護体制の整った

医療施設で、療養上の管理、看護、医学的な管理の下での介護、機能訓練、その他必要

な医療などを受けられます。 

なお、医療制度改革により、令和５年度末までに介護医療院等への転換が予定されて

います。 

【現 状】 

平成 30 年度に利用者がみられましたが、近年、利用者はみられません。 

【サービスの見込み】 

近年の利用実績がみられないことから、計画期間内の利用は見込まないものとしま

す。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護療養型医療施設（療養型病床群）   

 給付費 

（千円/年） 
820 0 0 0 0 0   

利用者数 

（人/月） 
0.25 0 0 0 0 0   

 

④介護医療院 

【内 容】 

介護医療院は、要介護者に対し、「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介

護）」を一体的に提供する施設です。 

【現 状】 

平成 30 年度、令和元年度ともに平均で２人の利用がみられます。令和２年度には一

時的に増加しましたが、令和２年８月時点で６人の利用がみられます。 

【サービスの見込み】 

今後は、近隣地域において施設の拡充や増設は見込まず、利用者数は令和２年８月時

点の入所者数と同数で推移するものとします。 

■ 各年度の実績・年間見込み量 

 実績値 見込値 計画値 長期推計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22 年度 

介護医療院   

 給付費 

（千円/年） 
10,042 7,300 14,327 18,677 18,688 18,688 11,026 11,026 

利用者数 

（人/月） 
2 2 11 6 6 6 3 3 
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３ 介護保険事業費の見込みと保険料 

（１）総給付費 

「１ サービス量の推計方法」により推計した各サービス見込み量を基に令和３年度

から令和５年度までの各サービスの給付費を算出した結果、介護保険サービスにかかる

総給付費は、次のようになります。 

①介護サービスの給付費                      （単位：千円） 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅サービス    

 訪問介護 45,807 45,260 41,893 

 訪問入浴介護 9,619 9,624 9,357 

 訪問看護 13,967 13,626 13,068 

 訪問リハビリテーション 4,196 4,198 3,523 

 居宅療養管理指導 3,974 3,915 3,543 

 通所介護 112,771 111,872 104,058 

 通所リハビリテーション 12,396 12,403 11,463 

 短期入所生活介護 25,355 25,369 23,252 

 短期入所療養介護 5,543 5,546 5,546 

 福祉用具貸与 21,323 21,337 19,510 

 特定福祉用具購入費 1,267 1,267 1,267 

 住宅改修費 3,391 3,391 3,391 

 特定施設入居者生活介護 71,338 71,378 68,924 

 居宅介護支援 42,716 42,666 39,281 

居宅サービス 計 373,663 371,852 348,076 

地域密着型サービス    

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 

 夜間対応型訪問介護 0 0 0 

 地域密着型通所介護 7,142 7,146 7,146 

 認知症対応型通所介護 0 0 0 

 小規模多機能型居宅介護 0 0 0 

 認知症対応型共同生活介護 136,652 136,728 191,493 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 101,482 101,538 101,538 

 看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 

地域密着型サービス 計 245,276 245,412 300,177 

介護保険施設サービス    

 介護老人福祉施設 342,476 342,666 342,666 

 介護老人保健施設 198,462 198,572 198,572 

 介護療養型医療施設 0 0 0 

 介護医療院 18,677 18,688 18,688 

介護保険施設サービス 計 559,615 559,926 559,926 

介護サービスの総給付費 1,178,554 1,177,190 1,208,179 
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②介護予防サービスの給付費                     （単位：千円） 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護予防サービス    

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 

 介護予防訪問看護 1,100 1,100 1,100 

 介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 

 介護予防居宅療養管理指導 792 793 793 

 介護予防通所リハビリテーション 793 794 529 

 介護予防短期入所生活介護 1,938 1,939 1,939 

 介護予防短期入所療養介護 0 0 0 

 介護予防福祉用具貸与 5,201 5,114 5,026 

 特定介護予防福祉用具購入費 481 481 481 

 介護予防住宅改修 4,073 5,390 5,390 

 介護予防特定施設入居者生活介護 7,000 7,004 7,004 

 介護予防支援 6,537 6,381 6,328 

居宅介護予防サービス 計 27,915 28,996 28,590 

地域密着型介護予防サービス    

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 

地域密着型介護予防サービス 計 0 0 0 

介護予防サービスの総給付費 27,915 28,996 28,590 

 

（２）介護保険事業費 

（単位：円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

 介護給付計 1,206,469,000 1,206,186,000 1,236,769,000 3,649,424,000 

特定入所者介護サービス費等給

付額（財政影響額調整後） 
63,922,737 60,122,900 59,070,401 183,116,038 

高額介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
28,541,060 28,459,263 27,960,493 84,960,816 

高額医療合算介護サービス費等

給付額 
4,177,418 4,173,116 4,099,979 12,450,513 

審査支払手数料 1,282,272 1,280,904 1,258,484 3,821,660 

総給付費 1,304,392,487 1,300,222,183 1,329,158,357 3,933,773,027 

地域支援事業に係る費用 66,544,953 65,764,849 64,519,343 196,829,145 

介護保険事業費 1,370,937,440 1,365,987,032 1,393,677,700 4,130,602,172 
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（３）65 歳以上で賄う介護保険料収納必要額 

令和３年度から令和５年度までの介護保険事業費見込額から65歳以上で賄う保険料収

納必要額を算出すると、次のようになります。 

令和３年度から令和５年度までの介護保険事業費見込額（Ａ） 4,130,602,172 円 

第１号被保険者で賄う保険料の標準割合（Ｂ） 23％ 

調整交付金相当額（Ｃ） 202,941,279 円 

調整交付金見込額（Ｄ） 466,271,000 円 

県財政安定化基金拠出金見込額（Ｅ） 0 円 

準備基金取崩額（Ｆ） 13,600,000 円 

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額（Ｇ） 7,899,000 円 

令和３年度から令和５年度までの保険料収納必要額 

（Ａ）×（Ｂ）+（Ｃ）-（Ｄ）+（Ｅ）-（Ｆ）-（Ｇ） 
665,209,778 円 

 

（４）各所得段階別の年間保険料率 

介護保険料の基準額は、１か月あたり5,300円、１年間で63,600円となります。所得段

階ごとの保険料は、次のようになります。 

区分 計算方法 
１年当たり 

保険料 

第１段階 

本
人
が
住
民
税
非
課
税 

世
帯
非
課
税 

生活保護、老齢福祉年金受給、本人の課税年金

収入額と合計所得金額の合計が80万円以下 
基準額×0.50 31,800 円 

第２段階 
本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が

80万円超120万円以下 
基準額×0.75 47,700 円 

第３段階 
本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が

120万円を超える 
基準額×0.75 47,700 円 

第４段階 世
帯
課
税 

本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が

80万円以下 
基準額×0.90 57,240 円 

第５段階 
本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が

80万円を超える 
基準額×1.00 63,600 円 

第６段階 
本
人
が
住
民
税
課
税 

本人の合計所得金額が120万円未満 基準額×1.20 76,320 円 

第７段階 本人の合計所得金額が120万円以上210万円未満 基準額×1.30 82,680 円 

第８段階 本人の合計所得金額が210万円以上320万円未満 基準額×1.50 95,400 円 

第９段階 本人の合計所得金額が320万円以上 基準額×1.70 108,120 円 

※ 第１号被保険者の保険料は、被保険者本人の所得の状況と世帯の課税状況によ

り、条例によって９段階に分けられています。 

※ 第１段階から第３段階の方には、公費による軽減措置がとられ、保険料負担が軽

減されます。 
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４ 介護保険サービスの基盤整備 
介護保険制度は、高齢者が介護を要する状態になっても、可能な限り住み慣れた地域や

家庭において、その状態に応じて自立した日常生活を営めるようにすることを基本とし、

居宅サービスを重視するものであることを踏まえ、サービス基盤の整備を推進します。 

なお、介護保険サービス提供に当たっての各事業所の共通の課題として、慢性的に続く

人材の不足があります。 

今後は各事業所における人材の確保・育成、離職防止、有資格者の職場復帰等の支援に

努めるとともに、外国人材の確保や最新技術の導入に関する支援、職員の事務負担の軽

減・効率化に向けたＩＣＴシステム等の導入支援に努めます。 

 

（１）居宅サービスの基盤整備 

要介護認定者数は横ばいで推移するものの、高齢の認定者の割合が上昇するとみられる

ことから、サービス利用希望者に必要なサービスができる体制の維持・確保に努めるとと

もに、サービス利用量の推移を注視し、適正な居宅サービスの提供体制の確保に努めま

す。 

 

（２）施設サービスの基盤整備 

施設サービスの需要は一定のニーズが見込まれ、ショートステイ施設の介護老人福祉施

設への転換（５床分）を見込みます。なお、その他の増加・転換の見込みについては、居

宅サービスの推進や認定者の減少傾向等により、ニーズの推移を注視しながら、慎重に、

施設整備を検討します。 

 

 

５ 介護保険サービスの円滑な提供 

（１）要介護認定体制の整備 

要介護認定は、サービスの利用を決定する重要なものであり、公平、公正かつ正確さが

求められることから、要介護認定調査及び審査･判定体制の整備を図り、適正で迅速な要

介護認定の実施に努めます。 

また、要介護認定の質の向上にあたっては保健師やケアマネジャー等の質の向上が不可

欠であるため、研修会の開催や情報交換等により、担当者の資質向上に努めます。 

 

（２）介護・介護予防サービスに関する情報の提供 

介護・介護予防サービスの適切な利用を促進するため、広報紙やパンフレット等を通じ

て住民に対して制度の内容について周知を図るとともに、地域包括支援センター及びケア

マネジャーによって利用者がサービスを選択するために必要な情報の提供を行います。 
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（３）相談及び苦情処理によるサービスの改善促進 

保険者として、介護サービスの利用者等に関する相談、苦情処理体制の充実を図るとと

もに、サービス事業者（地域密着型サービス事業者を除く）の指導・監督を行う県及びサ

ービスの苦情処理機関である国民健康保険団体連合会との連携を図り、苦情の対応及び解

決につなげ、サービスの改善促進を図ります。 

 

（４）質の高いサービスの確保 

サービスの提供状況の把握に努めるとともに、サービス事業者の資質向上を目的とした

各種研修会等を実施し、均一で質の高いサービスの確保を図ります。 

そのために、サービス内容のチェック、評価及び調整や利用者へのアンケート調査の実

施、その結果を受けてサービス事業者やケアマネジャーへの指導等、関連する事業者や各

種団体と連携体制により、質の向上に向けた、より効果の高い支援を推進します。 

 

（５）ケアマネジャーの資質向上 

ケアマネジャーの育成は県が行うこととされていますが、利用者の介護サービス計画を

作成し、継続的な管理（モニタリング）を行うケアマネジャーは制度運営の要であること

から、介護支援専門員連絡会や研修会等を通して、その資質の向上を図るとともに、ケア

マネジャーがケアマネジメント業務を安心して行える環境づくりに努めます。 

 

（６）サービス事業者等との連携体制の整備 

介護保険制度が利用者本位の制度として円滑に機能するためには、保険者と居宅介護支

援事業者をはじめとするサービス事業者との連携及びサービス事業者間の連携が図られる

ことが重要であることから、これらの連携体制、特に町内のサービス事業者の連携を図る

とともに事業者と医療機関との連携体制を整備し、サービスが円滑に提供できる環境づく

りを推進します。 
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第８章 関連施策の推進 

１ 生活環境の整備 
道路、公共施設について、施設の改修計画に合わせて高齢者の利便性向上に向けたバリ

アフリー化の検討を行います。 

また、傾斜が多い一部の地域においては、徒歩の高齢者への利便性向上のために、階段

や細街路への手すりの取付けが行われ、高齢者の利便性が向上したことから、今後も必要

な地域の検討を行います。 

さらに、「伊方町地域巡回バス」の情報提供を行い、高齢者に活用していただくととも

に、利用者からの意見を収集しながら、運行ダイヤや経路ルートを検討し、閉じこもりの

防止、外出の促進を図ります。 

 

２ 高齢者の生きがいづくり 
高齢者の多くが参加している老人クラブにおいて、高齢者の積極的な交流や相互の生活

支援を行い、高齢者同士の支え合いの場として活動を続けられるよう、活動の支援を推進

します。 

なお、高齢化の進行により、「高齢者」の中でも年齢層の乖離が進み、同一の活動が困

難となることが予想されます。 

今後は、各年齢層のニーズに合わせたイベントの開催を検討するとともに、世代間交流

の一環として、老人クラブの活動の促進に努めます。 

また、高齢者の労働、就労は、自立した生活の継続とともに身体・頭を使うことで介護

予防や健康維持、認知症予防につながることが期待できることから、健康状態や要介護状

態に応じて、労働、就労の促進に向けた啓発を図ります。 

 

３ 高齢者の見守り支援 
ひとり暮らし高齢者が安心して生活ができるよう地域住民や民生委員の見守り、訪問活

動などコミュニティー活動の充実を図るとともに、農協等の事業者の協力を得て、高齢者

を見守るネットワークを構築し、高齢者の安心・安全の確保を図ります。 

また、高齢者の安否確認のために、ひとり暮らし等の高齢者を対象に、社会福祉協議会

が主体となって緊急通報システムの設置を実施しています。この対策により、高齢者に緊

急時の対応が必要になった際に、連絡を受け、早期に対応を行います。 

 

４ 災害時の支援 
今後発生の可能性が予想されている地震や台風・豪雨、それに伴う災害等により居宅を

離れ避難を余儀なくされる高齢者に対して、心身の悪化を防止するための必要な対策の検

討が必要です。 

災害発生前後の対応については、「伊方町地域防災計画」を基に活動することが基本と

なります。 

 

（１）災害発生前の対応 

町内各地域で生活している高齢者や障がい者等のうち、自力での避難が困難な「避難行

動要支援者」を対象に、「避難行動要支援者登録」を行っていただくことで、緊急時に速

やかに避難を行える体制の確立に努めます。 
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また、避難訓練を実施する際には、高齢者にも積極的に参加していただくよう情報の提

供に努めます。 

さらに、災害発生時の対応として、高齢者や障がい者のケアが可能な避難所（福祉避難

所）の確保・提携に努めます。 

浸水想定域や土砂災害危険区域に設置されている介護保険事業所に対して、避難対策や

災害発生時の運営体制について整備するよう促すとともに、内容の把握に努めます。 

 

（２）災害発生時・後の対応 

災害等により避難が必要な状況になった場合、地区防災組織や地域住民との協力のも

と、避難行動要支援者の避難支援に努めます。 

また、避難所においては、高齢者の要介護の状態に合わせたケアの実施に努めます。 

介護保険事業所については、施設・設備の被災状況を把握し、速やかな支援、利用者の

安全確保、介護の継続に向けた支援を図ります。 

 

５ 犯罪・事故防止対策の推進 
高齢者を対象とした犯罪の防止のために、広報紙や県が主催する消費者支援講座を活用

し、これまでに発生した犯罪の内容や不審者等の情報を高齢者やその家族、地域住民に啓

発し、防犯意識の向上を図るとともに、高齢者関係課の情報共有を図り、県・消費生活セ

ンター・警察署とのさらなるネットワーク化を推進します。 

また、被害にあった高齢者の救済のために、関係機関と連携し、生命や財産の保全、犯

罪の早期解決に向けた支援を図ります。 

さらに、体力・注意力が低下する高齢者を対象に、交通安全や事故防止に向けた情報提

供を行うとともに、自動車運転免許証の自主返納の促進を図ります。 
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第９章 施策の推進体制 

１ 保健・医療・福祉の連携体制の充実 
高齢者の健康的な生活の持続のために、必要な方が必要なサービスを受けられるよう保

健・医療・福祉等、関係機関の連携や一体的な取り組みが必要です。 

今後さらに高齢者福祉を促進するために、各種連携体制の構築、特に町内の事業所や医

療機関、その他関係機関の連携・運営の充実が必要です。高齢者の健康の保持増進を目指

すために、地元の医療関係者を中心とした体制や、行政内部においては保健分野と福祉分

野を中心とした体制などの構築や運営の推進を図ります。また、高齢者が住み慣れた地域

で今後も生活を継続できるよう、地域ケア会議や関係者連絡会を開催していきます。 

 

２ 行政機関等の推進体制の充実 
本計画における高齢者保健福祉施策の推進については、関係部署が連携をとり、効果的

で効率が高い施策の実施に努めます。 

また、介護保険事業や地域支援事業については地域包括支援センターを中心に行政機関

や関連する各機関の連携・支援により地域で生活する高齢者やその家族のニーズに応えら

れるサービスの提供に努めます。 

 

３ 介護保険事業計画の公表と達成状況の点検評価 

（１）第８期介護保険事業計画の公表と普及 

策定した計画は、町ホームページで公開するほか、各支所にいて、誰もが閲覧できるよ

うにし普及に努めます。 

また、策定初年度には、町広報紙に計画の要点について掲載し、その他、介護保険制度

の改正の内容とともに、本計画の目標、その地域の現状や特性、地域が目指す方向やその

ための取り組みに対する理解が関係者間で共有できるよう普及啓発を進めます。 

 

（２）第８期介護保険事業計画の点検と評価 

計画の実施状況については、毎年度、施策及び関連事業の実施状況を評価・検証し、次

年度の施策を改善していくＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行います。 

実施状況の評価・検証については、「見える化システム」（国が提供する介護保険事業計

画等の策定、実行を総合的に支援するための情報システム）を用いて実施します。 
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参考資料 

介護保険・老人福祉施設位置図 
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伊方町介護保険事業計画等策定検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 伊方町介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の策定に関し、必要な事項を調査検

討するため、伊方町介護保険事業計画等策定検討委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

（任務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討し、その結果を町長に報告する。 

(１) 介護保険事業計画の策定に関すること。 

(２) 高齢者保健福祉計画の策定に関すること。 

(３) その他必要な事項。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人程度をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 保健・福祉関係者 

(３) 行政関係者等 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員長は副町長をもって充て、副委員長

は委員のうちから選任する。 

２ 委員長は、委員会を代表し会務を総括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故あるとき、又は欠けたときはその職務を代理す

る。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は委員長が召集し、これを主宰する。 

２ 委員長は、必要に応じて委員以外の者に委員会の出席を求め、その意見を聞くことができ

る。 

（幹事会） 

第６条 事業計画の策定に関し、専門的に調査、検討するため委員会に幹事会を設けることが

できる。 

（解散） 

第７条 委員会は、その任務が達成されたときに解散する。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、保健福祉課において処理する。 

（補則） 

第９条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は、平成 20 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年３月 31 日告示第 26 号） 

この告示は、平成 23 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28 年３月 15 日告示第 20 号） 

この告示は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

 



86 

伊方町介護保険事業計画等策定検討委員会名簿 

 

区  分 職   名 氏   名 備 考 

学識経験者 

町見歯科診療所 所長 宇都宮 久記 副委員長 

九町診療所 所長 後町 洋一  

串診療所 所長 阿部 信行  

保健・福祉 

関係者 

社会福祉協議会 会長 松田 光一  

特別養護老人ホームつわぶき荘 施設長 川上 真一  

地域密着型特別養護老人ホーム 

三崎つわぶき荘 施設長 
渡邉 太志  

愛寿会瀬戸あいじゅ 施設長 大森 和茂  

民生児童委員協議会 会長 阿部 松壽  

老人クラブ連合会 会長 濵口 市作  

保健推進員 代表 濱本 敦子  

行政関係者 

町議会 生活福祉委員長 末光 勝幸  

区長会 会長 清水 悦夫  

副町長 濱松 爲俊 委員長 

総合政策課 課長 橋本 泰彦  

町民課 課長 菊池 暁彦  
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